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２  月   定   例   会  

◎  会  期   ５ 日 間  

 

議 事 日 程 

日 次  月  日  曜  議   事   要   項  

１  ２ 月 13日  火  

午 前 10時 開 会 、 会 期 の 決 定 、 諸 報 告 、 提 出 議 案 上 程 、 提 案 理 由

説 明 、 議 案 に 対 す る 質 疑 、 広 域 連 合 一 般 に 対 す る 質 問 、 議 案 の

委 員 会 付託 、 散会  

２  ２ 月 14日  水  （ 常 任 委員 会 ）  

３  ２ 月 15日  木  休    会  

４  ２ 月 16日  金  休    会  

５  ２ 月 19日  月  

（ 議 会 運営 委 員会 ）  

午 前 10時 開 議 、 委 員 長 報 告 、 質 疑 、 討 論 、 採 決 、 佐 賀 中 部 広 域

連 合 選 挙 管 理 委 員 会 委 員 及 び 同 補 充 員 の 選 挙 、 会 議 録 署 名 議 員

の 指 名 、閉 会  
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◎  ２ 月定 例 会付 議 事件  

 

 △ 広 域連 合 長提 出 議案  

  第 ４号 議 案   平成 30年 度佐 賀 中部 広 域連 合 一 般会 計 予算  

  第 ５号 議 案   平成 30年 度佐 賀 中部 広 域連 合 介 護保 険 特別 会 計 予 算  

  第 ６号 議 案   平成 30年 度佐 賀 中部 広 域連 合 消 防特 別 会計 予 算  

  第 ７号 議 案   平成 29年 度佐 賀 中部 広 域連 合 一 般会 計 補正 予 算（ 第 ２ 号）  

  第 ８号 議 案   平成 29年 度佐 賀 中部 広 域連 合 介 護保 険 特別 会 計補 正 予 算（ 第 ２号 ）  

  第 ９号 議 案   平成 29年 度佐 賀 中部 広 域連 合 消 防特 別 会計 補 正予 算 （ 第 ３ 号 ）  

  第 10号 議 案   佐賀 中 部 広域 連 合職 員 の育 児 休 業等 に 関す る 条例 の 一 部を 改 正す る 条

         例  

  第 11号 議 案   佐賀 中 部 広域 連 合手 数 料条 例 の 一部 を 改正 す る条 例  

  第 12号 議 案   佐賀 中 部 広域 連 合介 護 保険 及 び 障が い 支援 区 分認 定 審 査会 条 例の 一 部

         を 改 正 す る条 例  

  第 13号 議 案   佐賀 中 部 広域 連 合広 域 計 画 に つ いて  

 

 △ 選 挙・ 選 任  

  佐 賀中 部 広域 連 合選 挙 管 理委 員 会委 員 の選 挙 に つい て  

  佐 賀中 部 広域 連 合選 挙 管 理委 員 会委 員 補充 員 の 選挙 に つい て  

 

 △ 報 告書 等  

  議 決事 件 の字 句 及び 数 字 等の 整 理に つ いて  

  介 護・ 広 域委 員 会審 査 報 告書  

  消 防委 員 会審 査 報告 書  
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平成30年２月13日（火）   午前10時00分 開会 

 

出  席  議  員 

 

１．中 島  慶 子 

４．諸 泉  定 次 

７．多 良  光 英 

10．野 中  康 弘 

14．中 野  茂 康 

17．中 山  重 俊 

20．黒 田  利 人 

２．野 北    悟 

５．野 副  芳 昭 

８．馬 場    茂 

12．堤    正 之 

15．平 原  嘉 德 

18．山 下  明 子 

 

３．西    正 博 

６．白 石  昌 利 

９．松 永  幹 哉 

13．白 倉  和 子 

16．福 井  章 司 

19．嘉 村  弘 和 

 

 

 

 

 

 

 

欠  席  議  員 

 

11．山 田  誠一郎   

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

 

広 域 連 合 長  秀 島  敏 行 

副 広 域 連 合 長  江里口  秀 次 

副 広 域 連 合 長  多 良  正 裕 

監 査 委 員  力 久    剛 

事 務 局 長  岩 橋  隆一郎 

消防副局長兼総務課長  園 田  正 広 

総務課長兼業務課長  石 橋  祐 次 

予 防 課 長  野 田  博 嗣 

佐 賀 消 防 署 長  髙 田  義 博 

副 広 域 連 合 長  横 尾  俊 彦 

副 広 域 連 合 長  松 本  茂 幸 

副 広 域 連 合 長  御 厨  安 守 

会 計 管 理 者  中 島  博 樹 

消 防 局 長  中 島  英 則 

消防副局長兼消防課長  高 島  直 幸 

認定審査課長兼給付課長  一番ヶ瀬   新 

通 信 指 令 課 長  藤 島  潤 典 
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◎ 開  会 

○中野茂康議長 

 おはようございます。ただいまから佐賀中部広

域連合議会定例会を開会いたします。 

 これより本日の会議を開きます。 

◎ 会期の決定 

○中野茂康議長 

 日程により、会期の決定の件を議題といたしま

す。 

 お諮りいたします。本定例会の会期は、本日か

ら２月19日までの５日間といたしたいと思います

が、御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、本定例会の会期

は５日間と決定いたしました。 

◎ 議事日程 

○中野茂康議長 

 次に、会期中の議事日程は、お手元に配付いた

しております日程表のとおり定めることに御異議

ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、会期中の議事日

程は、お手元に配付いたしております日程表のと

おり決定いたしました。 

◎ 諸 報 告 

○中野茂康議長 

 次に、日程により、諸報告をいたします。 

 報告の内容につきましては、配付いたしており

ます報告第１号のとおりです。 

 

報告第１号 

諸  報  告 

○例月出納検査の報告について 

 平成29年８月７日から平成30年２月12日までに、

監査委員より例月出納検査の結果について下記の

とおり報告された。 

 その内容は、それぞれ議員各位にその（写）を

送付したとおりである。 

記 

 ８月31日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成28年

度６月分） 

（一般会計・特別会計等の平成29年

度６月分） 

 ９月29日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成29年

度７月分） 

 10月31日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成29年

度８月分） 

 11月27日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成29年

度９月分） 

 12月27日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成29年

度10月分） 

 １月26日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の平成29年

度11月分） 

 

◎ 議案上程 

○中野茂康議長 

 次に、日程により、第４号から第13号議案、以

上の諸議案を一括して議題といたします。 

◎ 提案理由説明 

○中野茂康議長 

 広域連合長から提案理由の説明を求めます。 

○秀島敏行広域連合長 

 おはようございます。本日、ここに佐賀中部広

域連合議会定例会を招集し、平成30年度の予算案

をはじめとする諸議案の御審議をお願いするに当

たり、その概要を御説明申し上げますが、これに

先立ちまして、新年度に向けての私の所信を申し

述べさせていただきます。 

 本広域連合は、平成11年２月に設立され、現在、

介護保険事務、消防事務及び広域行政に係る事務

の３事務の運営を行っております。 

 本広域連合の役割は、高齢者をはじめとした住

民の生活を、より安全に、より暮らしやすくして

いくことであり、その実現に向けて、目的をしっ

かりと捉え、効果的な施策を実施していくことが

必要だと考えています。 
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 これには、議員各位をはじめとして、市町や関

係機関との連携を密にし、また、住民の皆様と協

働していくことが必要となりますので、これまで

どおり、そして、また一層の御協力を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 それでは、各事務における施策の方針について

申し述べさせていただきます。 

 まず、介護保険事務につきましては、 

 平成30年度から第７期介護保険事業計画の期間

を迎えます。 

 制度の持続可能性を維持しながら、高齢者が可

能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応

じた生活を、営むことを可能とする施策の実現に

努めます。 

 高齢者の方々が、住みなれた地域での生活を安

心して行うためには、介護保険制度におけるサー

ビスだけでなく、いろいろな分野と協働した地域

包括ケアシステムの深化・推進が必要となります。 

 市町の福祉施策と協力・連携していくこと、医

療や福祉の分野と連携していくことが重要であり、

市町とともに地域住民の皆様方と高齢者の生活を

支えていく仕組みづくりに努めます。 

 このために、高齢者の総合相談窓口である地域

包括支援センターの機能の充実を行い、介護予防

事業をはじめとした地域支援事業のさらなる推進

を行います。 

 また、介護保険給付は、要介護認定者の増加や

サービス利用の頻度が上がっていることなどによ

り、制度が始まってから年々利用者及び給付費と

もども増加を続けております。 

 このため、適正な介護サービスの提供を図って

まいります。 

 適正な認定調査等を行い、公平・公正な要介護

認定を推進いたします。また、介護サービス事業

者の指導・育成を行い、適正なサービス提供の体

制づくりを推進していきます。 

 これらを給付適正化事業として取り組んでまい

ります。 

 そして、介護保険財政の財源となる介護保険料

ですが、住民の皆様それぞれの状況に応じた、適

切な納付につながる公平・公正な収納対策を行い、

保険財政の安定運営に努めます。 

 以上、介護保険事務に係る重点施策を申し述べ

ましたが、 

 次に、消防事務について、申し述べさせていた

だきます。 

 昨年は、九州北部豪雨により、福岡県と大分県

を中心に大きな災害に見舞われました。 

 幸いにも、佐賀においては豪雨による被害は小

さく、緊急消防援助隊として、被災地に職員を派

遣することができました。 

 近年の災害は、複雑、多様化する傾向にありま

す。 

 各種災害から住民の生命、身体、財産を守るた

め、日々の訓練のみならず、各種研修会や大規模

災害を想定した合同訓練に参加することなどによ

り、より柔軟かつ機動的な災害対応能力の充実に

努めてまいります。 

 また、庁舎をはじめとした消防施設の充実や消

防車両の整備などにより消防力の充実を図り、住

民サービスの向上、運営の効率化と基盤の強化に

努めます。 

 さて、災害対応についてですが、 

 火災への対応については、「火災発生ゼロ」を

目指し、火災予防活動に取り組んでおりますが、

今なお、尊い人命と財産が失われております。 

 今後も、住宅用火災警報器の「設置率向上」に

加え、その「維持管理対策」について、積極的な

働きかけを行ってまいります。 

 また、不特定多数の方々が利用される施設や社

会福祉施設等については、引き続き、防火管理体

制や安全対策などについての指導を徹底してまい

ります。 

 次に、救急需要への対応についてですが、 

全国的に救急需要は増加していますが、佐賀中部

広域連合管内においても救急出動件数は増加を続

けており、住民の救急業務サービスに対する要望

は高くなっております。 

 このため、高度な救命処置体制の構築に向けて、

引き続き救急救命士の養成や救急研修等を行い、

救急隊員の更なるレベルアップに努めます。 

 さらに、一般住民の方や事業所を対象に行って
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いる、ＡＥＤの操作を含めた救命講習の実施や、

応急手当の普及啓発を行うことなどにより、救命

率と社会復帰率の向上を目指します。 

 これらの施策により、消防の使命であります、

住民の安全・安心を守ることを目的として、日々

の業務に努めてまいります。 

 それでは、諸議案の概要について御説明申し上

げます。 

 まず、予算関係議案につきまして御説明申し上

げます。 

 予算編成については、厳しい財政状況の中、職

員の適正配置、事務の見直し等に努め、経費の節

減等を図っております。 

 第４号議案「一般会計予算」は、介護保険事務、

広域行政に係る事務などに関する経費となってお

り、その予算総額は、約10億4,798万円となって

おります。 

 平成29年度当初予算と比較しますと、約17.0

パーセントの増となっております。 

 前年度に比べ大きな増額となった主な要因とし

ては、介護保険事務処理システムの新規開発に要

する経費を措置していることによります。 

 そのほか、第７期の介護保険事業計画における

方向性を実現するため、必要な体制を構築する経

費を措置しています。 

 次に、第５号議案「介護保険特別会計予算」は、

予算総額約310億1,161万円となっており、平成29

年度当初予算額に対し、約1.7パーセントの増と

なっております。 

 歳出予算については、各年度のサービスの需要

の見込みや、それを確保するための施策などを定

める第７期介護保険事業計画に基づき、必要な額

を措置しております。 

 また、地域支援事業の充実に向け、介護予防・

日常生活支援総合事業における経費の移行、包括

的支援事業の拡充に向けた経費などを措置してお

ります。 

 また、第６号議案「消防特別会計予算」は、予

算総額約49億7,579万円となっており、平成29年

度当初予算額に対し、約8.0パーセントの増と

なっております。 

 歳出予算の主なものとして、消防力の強化、防

災基盤の安定化に資するため、消防局庁舎及び佐

賀消防署の改築に要する経費、多久市南西部の出

張所建設に要する経費の措置を行っております。 

 次に、平成29年度２月補正予算につきまして御

説明申し上げます。 

 第７号議案「一般会計補正予算（第２号）」は、

補正額約403万円の減で、補正後の額は、９億1,255

万円となっております。 

 その主なものは、制度改正に伴うシステム改修

に伴う経費の措置、決算見込みに伴う措置となっ

ております。 

 次に、第８号議案「介護保険特別会計補正予算

（第２号）」は、決算見込みによる保険給付費及

び地域支援事業費の減額、国庫交付金の減額見込

に伴う措置を行っております。 

 次に、第９号議案「消防特別会計補正予算（第

３号）」は、補正額約２億6,580万円の増で、補

正後の額は約50億4,693万円となっております。 

 その主なものは、施設整備や資器材購入の財源

として、有利な地方債である緊急防災・減災事業

債を活用するため、平成30年度に予定していた車

両の更新を、平成29年度事業として、取り組むも

のです。 

 以上で予算関係議案の説明を終わりますが、細

部につきましては、予算に関する説明書等により

御検討をいただきたいと存じます。 

 次に条例等の議案につきまして、御説明申し上

げます。 

 第12号議案「佐賀中部広域連合介護保険及び障

がい支援区分認定審査会条例の一部を改正する条

例」は、第７期介護保険事業計画の策定において、

必要な介護保険料率の改定等について、所要の改

正を行うものです。 

 第13号議案「佐賀中部広域連合広域計画につい

て」は、本広域連合の基本的な方針等を定めてお

ります広域計画について、地方自治法第291条の

７の規定に基づき議決をお願いするものでありま

す。 

 広域計画については、本広域連合では５箇年ご

とに策定しており、現在の計画の対象期間が今年
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度までとなっているため、次年度からの広域計画

を定めるものであります。 

 その他の議案については、それぞれ議案の末尾

に提案理由を略記いたしておりますので、それに

より御承知をしていただきたいと思います。 

 以上、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

○中野茂康議長 

 以上で提案理由の説明は終わりました。 

◎ 議案に対する質疑 

○中野茂康議長 

 次に、日程により、議案に対する質疑に入りま

す。 

 質疑の通告がありますので、順次発言を許可い

たします。 

○中山重俊議員 

 おはようございます。佐賀市の中山重俊でござ

います。 

 私は、第12号議案 佐賀中部広域連合介護保険

及び障がい支援区分認定審査会条例の一部を改正

する条例について、議案質疑を行わせていただき

ます。 

 今回の改正条例は、第７期介護保険事業計画の

策定において、必要な介護保険料の利用率の改定

等を行われるわけでございますが、私は、この第

７期における１人当たりの介護保険料の基準額が

月額で第６期の5,270円から5,960円となっており

まして、その差額が690円、率にすると13％引き

上げる保険料改定の内容となっておりますけれど

も、その増額の理由や制度的要因についてお伺い

いたしたいと思います。 

 次、まず第７期の介護保険料を算定するに当

たって、国の制度改正によって影響を受けた項目

及び改正の内容について、どのようなものがある

かお答えいただきたいと思います。 

 また、佐賀中部広域連合の施策的要因によって、 

介護保険料への影響を与えた項目と、その内容に

ついてはどのようなものがあるかお答えいただき

たいと思います。 

 以上で１回目の質疑といたします。 

○石橋祐次総務課長兼業務課長 

 おはようございます。議員の質問にお答えいた

します。 

 まず、第７期の保険料基準の算定に当たりまし

ては、国の方針にのっとり、法令等に基づきまし

て算定を行っておりますが、大きな前提といたし

まして、高齢者の増加に伴い、介護サービスの受

給者が増加していることによる保険給付費の自然

増の影響があります。 

 その自然増の影響と、国の制度改正による影響

や本広域連合の施策による影響をあわせて、今回

の基準額となったところであります。 

 そこで、議員お尋ねの国の制度改正による影響、

本広域連合の施策による影響、それぞれにつきま

して御説明いたします。 

 国の制度改正による影響についてですが、大き

く４点あります。 

 １点目が、保険給付費等の財源として第１号被

保険者の保険料で負担していただく割合の改正で

ございます。 

 65歳以上の第１号被保険者と、40歳から64歳ま

での第２号被保険者が負担する割合は国が定めま

すが、第１号被保険者の負担率が、第６期の22％

から、第７期は23％に上がりました。この改正に

よる保険料基準額への影響額は、１人当たり月額

約273円の増額となります。 

 ２点目ですが、調整交付金の本広域連合に対す

る交付率が低下したことによるものです。 

 調整交付金は、後期高齢者の加入割合により生

じる保険者間の不均衡を調整するものですが、全

国的に後期高齢者の割合が高くなると予測されて

おります。 

 これにより、本広域連合に配分される調整交付

金の交付率が低下することとなりました。保険料

基準額への影響額は、１人当たり月額約168円の

増額となります。 

 ３点目ですが、保険料段階における基準所得金

額の改正です。 

 介護保険料算定に必要な保険料段階における所

得水準は、介護保険法施行規則により規定されて

おります。この規定が改正され、第７段階から第

９段階における基準所得が引き上げられました。

この改正による保険料基準額への影響額は、１人
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当たり月額約５円の増額となります。 

 ４点目ですが、介護報酬の改定です。今回の介

護報酬改定では、全体で0.54％のプラス改定と

なっておりましたので、当然保険給付費も増加い

たします。この改正による保険料基準額への影響

額は、１人当たり月額約32円の増額となります。 

 続きまして、本広域連合の施策による影響です

が、これらは大きく５点あります。 

 １点目が、高所得者層に対する保険料段階の設

定の継続です。 

 国が示す標準の保険料段階は９段階で、そのう

ち第６段階より上の段階が住民税の課税所得があ

る被保険者の方々となっております。 

 これに加えて本広域連合では、高所得者の方々

に負担をお願いする保険料段階の設定を、第５期

から行っており、第７期においても継続して実施

することとしております。 

 本人が住民税課税で所得金額が400万円以上600

万円未満の被保険者を第10段階とし、保険料は基

準額の1.9倍と設定いたします。また、所得金額600

万円以上の被保険者を第11段階、保険料は基準額

の2.1倍と設定いたします。 

 この施策による保険料基準額への影響額は、１

人当たり月額約60円の減額となります。 

 ２点目ですが、介護給付費基金の取り崩しです。

介護給付費基金からの繰り入れを最大限行うこと

とで、保険料基準額の引き上げ幅をできるだけ抑

制することとしました。これによる保険料基準額

への影響額は、１人当たり月額約275円の減額と

なります。 

 残りの３項目は増額の影響となりますが、居住

系施設の増床によるものです。 

 特別養護老人ホームを初めとして、居住系施設

である介護保険施設への入所が困難な方が相当数

ある現状におきましては、要介護度が比較的軽度

の方や認知症の方に対する施策を実施する必要が

あります。 

 このため第７期計画期間中に、３点目としてグ

ループホームで45床、４点目として特定施設で150

床、それぞれ増床を予定しております。 

 また、５点目として、佐賀県の地域医療構想に

おきまして、医療病床の機能分化に伴う制度改正

の対応を、介護保険制度側でも求められておりま

して、その１つとして、介護医療院47床分の対応

をしております。 

 こうした居住系施設の増床を行う施策による保

険料基準額への影響額は、１人当たり月額約12円

の増額となります。 

 以上が、第７期の保険料基準額の算定に当たり

まして影響があった、国及び本広域連合の内容で

あります。 

○中山重俊議員 

 それでは、２回目の質疑を行います。 

 保険料段階における基準総所得の金額を第７段

階から第９段階について、第７期において変更す

るその理由、先ほど若干述べられているかと思い

ますけれども、述べていただきたいと思います。 

 また、第７期においても佐賀中部広域連合独自

に第10段階及び第11段階を設定されておりますけ

れども、第５期、第６期と同じように、その設定

を継続した理由と、その増収額、どのように見込

んであるかお答えいただきたいと思います。 

 ２回目の質疑とします。 

○石橋祐次総務課長兼業務課長 

 保険料段階の区分に用いる基準所得金額は、介

護保険法施行規則により規定されており、介護保

険事業計画の計画期間ごとに定められております。 

 今回、第７段階から第９段階の基準所得金額の

改正を行いますのは、国が示すこの基準額が改正

されたため、本広域連合でもこれに準じて改正を

行うものです。 

 なお、この改正による本広域連合の影響を平成

30年度分で申しますと、第８段階から第７段階に

移行する被保険者が1,044人、保険料は約1,500万

円の減を見込んでおります。第９段階から第８段

階に移行する被保険者は282人、保険料は約400万

円の減を見込んでおります。 

 続きまして、第10段階、第11段階の設定につい

てですが、これは保険料基準額をできるだけ抑え

るために、第５期から行っている施策でありまし

て、第７期におきましても引き続き設定すること

として、条例の改正案を提案したものです。 
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 本広域連合としましては、国の定める標準段階

に従い、各保険料段階の区分に応じた負担をお願

いすることとしております。 

 その上で、第５期からは、高所得層に係る保険

料段階を設定しております。 

 高所得者層の方々には、より高い保険料負担を

お願いし、その負担によって保険料基準額を抑え、

また、それによって保険料負担の影響が大きい低

所得者層の負担も軽減されるものと考えておりま

す。 

 第７期におきましても、引き続き第10段階、第

11段階を設定することとし、保険料負担に関する

考え方には変わりはありません。 

 この第10段階、第11段階を設定することによる

増収額につきましては、平成30年度の見込みで申

しますと、第10段階に該当する被保険者が1,434

人で、増収額は約2,000万円、第11段階に該当す

る被保険者は1,656人で、増収額は約4,700万円と

見込んでおります。 

○中山重俊議員 

 それでは、３回目の質疑を行います。 

 第５期から第６期にかけては保険料の基準額は

たしか据え置かれたというふうに思っております。 

 今回、第７期において据え置きができなかった

のか、その理由についてお答えいただきたいと思

います。 

 また、第７期においては、なぜ据え置きができ

ず増額しなければならなかったのかをお答えいた

だきたいと思います。 

○石橋祐次総務課長兼業務課長 

 まず、第６期の保険料基準額を第５期と同額と

し、据え置くことができた理由についてですが、

保険料基準額の算定に当たっての基本的な考え方

は、算定の基礎として保険給付費を見込むことが

必要となります。 

 保険料基準額を据え置いた第６期におきまして

も、高齢者数の増加による自然増があるため、こ

の保険給付費は増加するものとして見込んでおり

ました。 

 また、第１号被保険者が負担する負担率も21％

から22％に引き上げられるなど、保険料の増額要

因はありました。 

 この増額要因に対しまして、まず、介護報酬の

マイナス改定がありました。介護報酬の額がマイ

ナス2.27％の減額改定でありましたので、保険給

付費を積算する際の大きな減額要因となりました。 

 また、一定以上の所得がある方はサービスを利

用する際の自己負担が２割とされたこと、特定入

所者介護サービス費の対象者の要件に、所有する

資産を勘案することにされたことなどの国の制度

改正がありました。 

 この改正により、自己負担分が増加することと

なりますので、これも保険給付費を積算する際の

大きな減額要因となりました。 

 ほかにも本広域連合の施策として、介護給付費

基金の投入、第５期から引き続いての高所得者の

方に対する保険料段階の設定の継続などを行いま

した。 

 これらの制度改正や本広域連合施策による保険

料基準額の減額要因により、増額要因を吸収した

ために、第６期は、第５期から据え置いた基準額

にすることができました。 

 第７期の保険料基準額の算定におきましても、

介護給付費基金の投入や高所得者の方に対する保

険料段階の設定の継続など、引き上げ幅を抑える

ための、本広域連合としての施策を尽くしており

ます。 

 しかし、第６期であったような介護報酬の引き

下げや利用者負担の見直しなど、国の制度改正に

よる減額要因が少なく、保険給付費の自然増など

による増額要因のほうが大きくなったため、据え

置くことができず、増額することに至りました。 

 第６期と比べて保険料基準額は上がることにな

りますが、介護保険料は介護保険制度を支えるた

めの大切な財源であります。 

 今後も、本広域連合は介護保険者として、保険

料の公平・公正な負担をお願いするために、より

一層、適切な収納業務に努めてまいりたいと考え

ております。 

○山下明子議員 

 佐賀市の山下明子でございます。ただいま中山

議員から質疑のありました、同じ12号議案につい
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て私も続いて質疑をいたしますが、今のやりとり

を踏まえつつ、先をもう少し聞くという形になる

かと思います。 

 私は、改定案にある被保険者の負担の増減の影

響についてということと、７段階から９段階の改

定による影響等を聞くということで通告をしてお

りましたが、今の回答の中で、そこの部分は入っ

ていたというふうに思います。 

 もう一つ私がお聞きしたいのは、第10段階、11

段階ということで、広域連合独自の対策、いわゆ

る下の人たちの軽減策という立場でつくっておら

れるわけなんですが、そのくくり方が400万円か

ら600万円、あるいは600万円以上ということで、

600万円以上というのは、それほど高いわけでも

ないという言い方も見方によってはできると思う

んですね。 

 先ほどの数字では、例えば、600万円以上の方

は約1,656人というふうな説明でございました。 

 そうしますと、さらに800万円とか1,000万円と

か、そういう上の段階をつくることによって、い

わゆる担税力のある方たちにきちっと負担をして

いただくという考え方も働くのではないかという

ふうにも思うのですが、今回、全体をいかに抑え

るかということを工夫したとおっしゃいますが、

10段階、11段階の上にさらにつくるということは

考えられたのかどうかということについて伺いた

いと思います。 

 それから、一方で第１段階、一番担税力が低い

というふうなところでも月額で上がっております。 

全ての段階で上がっているということを考えます

と、この部分をもっと抑えることができないのか、

あるいはボーダーの方たちの独自軽減策というの

が図られないのかということについて、どういう

考え方をされたかどうかについてお聞きしたいと

思います。 

○石橋祐次総務課長兼業務課長 

 議員の御質問にお答えいたします。 

 第11段階の600万円で打ちどめずに、より高い

所得の方に負担を求めることについてですが、12

段階以上の段階による設定をすることで、保険料

基準額を引き下げることは可能です。 

 しかし、既に６期により11段階を設定し、高所

得者層には大きな保険料を賦課しているところで

す。 

 また、保険料以外においても、第６期からサー

ビス利用者の所得に応じた２割負担の導入や、高

額介護の基準変更、さらに第７期からは２割負担

者のうち、特に所得が高い方の３割負担が導入さ

れているところであります。 

 高所得者層の負担が増すことで、給付費全体の

減に寄与していただいているところであります。 

 所得600万円以上の被保険者数は、約1,600人と

少なく、被保険者全体数に占める割合は２％弱と

なっております。 

 このような状況の中で、第１段階から第３段階

までの非課税層への公費負担の軽減策が実施予定

されているため、一部の被保険者へさらなる負担

増による保険料基準額の引き下げについては、負

担の公平性から適正でないと考えております。 

 これらのことにより、第７期では12段階以上の

多段階化について見送りをしているところでござ

います。 

 次に、連合の軽減策と独自軽減的なところがな

かったのかというふうな御質問だったと思います

が、介護保険制度が社会保障制度である以上、本

広域連合でも国の考え方を踏まえ、被保険者に対

して所得に対応した負担を求めることは必要であ

ると考えております。 

 本広域連合といたしましても、第６期同様継続

して多段階化を設定することにより、高所得者層

の負担を求めることで保険料基準額を抑えること

ができます。 

 また、それにより、保険料負担の影響が大きい

低所得者の負担も軽減されるものと考えていると

ころでございます。 

○山下明子議員 

 11段階、12段階、特に11段階以上の方というの

が600万円以上という方が全体の２％ということ

で、それほど多くもないし、ほかの利用料の負担

などで負担をかけているとおっしゃいました。確

かに、その部分はあると思います。高齢者の方が

本当に皆さん負担の心配なく必要な介護医療を受
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けていけるようにということが私も願っていると

ころではありますが、そうは言っても、全体の負

担割合の分布、あるいは設定の仕方から見たとき

に、600万円という区切りというのが、本当にそ

の先どれぐらいの分布になっているんだろうかと

いうことは非常に、２％とはいいながらも気にな

る部分ではあるわけですね。 

 今回は２％ということで、余りもうこれは無理

だということで、特に試算もされていないのかな

と思うんですが、どれぐらいの分布があるかとか、

そういうことを少し振り返ってみたり、突っ込ん

で計算してみたりということはあったのかどうか、

あったのかどうかに関してお答えいただきたいと

思います。 

 そして、一方、所得の低い段階の方でも、先ほ

ど数字は申し上げませんでしたが、第１段階で年

額4,140円、軽減措置をしたとしても3,720円上が

るわけですね。第２段階も6,200円上がるという

ことで、その基準額となる第５段階までの間に年

額8,000円まで上がるわけですね。そういうこと

を考えますと、簡単なことではないと思うんです。

所得の低い人たちにとっての4,000円、5,000円と

いうふうに上がっていくことについて。ですから、

そこら辺の国との関係を言われましたけれども、

さらなる軽減策の工夫ということが本当に考えら

れないのかどうかということに関して、議論の中

身をもう一度お聞かせいただきたいと思います。

２点。 

○石橋祐次総務課長兼業務課長 

 第11段階より上の段階の検討をしたかというふ

うな御質問だったと思いますが、概算の段階で基

準額を出すときに、第12段階を800万円から1,000

万円で、率にいたしまして2.3、それから第13段

階を1,000万円以上で、率を2.5で試算をしたとこ

ろ、影響額が15円弱の減額となりました。しかし、

高所得者層には７期よりさらに利用者負担の増も

あり、ここで既に保険給付費の減額に寄与されて

おり、また影響額も少ないことから、第７期につ

いては11段階以上の多段階化は設定をいたしてお

りません。 

 それと、先ほども申しましたように、低所得者

層のところでも保険料が上がっているということ

でありますが、先ほども答弁させていただきまし

たように、本広域連合といたしましては、第６期

同様に継続して多段階化を設定することにより、

高所得者の負担を求めております。そのことによ

りまして、保険料基準額を抑えることができてお

ります。また、それにより保険料負担の影響が大

きい方への低所得者層の負担も軽減をされるもの

ということで、今回も設定をさせていただいてい

るところでございます。 

○山下明子議員 

 大体、12段階、13段階まで試算を一応されたと

いうことはわかりました。ただ、15円のマイナス

は勝ち取れるかもしれなかったんだなということ

をちょっと今聞きながら思ったわけなので、それ

が先ほど施設整備のところで影響額が上がる部分

が12円というような中山議員の答弁であったなど

を考えますと、やっぱりもう少し頑張るところは

頑張れたのではないかなという印象を私は持ちま

したが、これに関して御説明はわかりましたので、

これで質疑を終わります。 

○中野茂康議長 

 以上で通告による質疑は終わりました。 

 これをもって質疑は終結いたします。 

◎ 広域連合一般に対する質問 

○中野茂康議長 

 次に、日程により、広域連合一般に対する質問

を開始いたします。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許可い

たします。 

○白倉和子議員 

 佐賀市の白倉和子です。 

 質問に入ります前に、去る２月５日に、あって

はならない自衛隊戦闘機の神埼市民の家の墜落事

故において、物損、心的被害に遭われた皆様に心

からお見舞い申し上げ、殉職された２名の自衛隊

員の御冥福、そして任務に当たられた自治体職員

の皆様、当広域消防局の皆様には心からのねぎら

いを申し上げます。 

 では、質問に入ります。 

 第７期における介護保険事業について通告をし
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ております。 

 介護保険制度は平成12年に始まったわけですが、

その後、平成17年、平成20年、平成23年、平成26

年、平成29年と３年ごとに改正されてまいりまし

た。これには年金や医療、介護といった社会保障

給付費が過去最高を更新し続けているのが現状で

す。平成37年、2025年ですが、団塊の世代が75歳

以上となり、これは私たち世代になるんですが、

介護や医療のニーズがさらに高まることが予想さ

れ、その上、認知症の御高齢者や世帯が65歳以上

の単独であったり、高齢者夫婦のみの世帯も増加

していくという見通しです。そのために、ふえ続

ける社会保障給付費を抑える観点で改正案が検討

されてまいりました。 

 そのような社会現象の中、2017年の通常国会で

地域包括ケアシステム強化のための介護保険等の

一部を改正する法律案などが可決されました。こ

れにより、もともと原則１割であった介護サービ

スの自己負担額に、ことしの８月から３割負担が

導入されることとなりました。しかし、一定所得

のある人は３年前の2015年の８月に２割負担に引

き上げられたばかりで、利用者にどのような影響

があるかなど、詳しい検証もなされないまま負担

が拡大されてしまうことに非常に私は危機感を覚

えております。 

 また、要支援者１、２の受け皿である地域支援

事業についても、報道によりますと、担い手の不

足、そして活用に苦慮しているとあります。 

 また、第７期に至っては、厚生労働省の言うい

わゆる「我が事・丸ごと」地域共生社会、これの

実現や、今までよりもはるかに多くの人たちを支

える仕組みへ変化していくことが予想され、国の

考えるビジョンが完成すれば、それはすばらしい

ことでありますが、介護職に従事する人たちの増

員や市民との連携など、そこには数多くのマンパ

ワーが必要となり、各市町では各部署との連携な

ど、まちづくり根本にかかわる一大事業となって

いくわけです。このことを踏まえて、佐賀広域連

合としての自治体、そして及び構成各市町の力量

がこれから問われていくと言っても過言ではない

と考えます。 

 そこで質問いたしますが、こういった動き、流

れの中で、私は、今回、久しぶりの介護の議員に

ならせていただいたんですが、今まで何度か質問

もさせていただきました。 

 まず、総括質問といたしまして、先ほども申し

ましたように、平成12年から走り出したと言われ

るこの介護保険法が平成27年度に大きく法改正が

なされ、自治体の責任もより多く問われます。平

成30年度からの介護保険事業策定に当たっては、

当然ながら、現在の第６期の計画の進捗状況が十

分に分析され、その上に立っての佐賀中部広域連

合での第７期計画であるべきと考えます。 

 そこで、地域包括支援事業など第６期の進捗状

況及び第７期における介護保険事業の課題をどう

捉えられておられるのか、どう把握されているの

かをまずもってお伺いしたいと思います。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 議員の質問にお答えいたします。 

 第６期の進捗状況や課題についてですが、まず、

第６期の制度改正やその背景について御説明をい

たします。 

 団塊世代全てが75歳以上となる2025年を見据え、

介護保険制度の持続可能性を継続していく必要が

あります。 

 また、高齢者が可能な限り住みなれた地域で、

その有する能力に応じ、自立した日常生活を営む

ことを可能としていくための体制を構築していく

必要もあります。 

 このため、第６期では、限りある社会資源を効

率的かつ効果的に活用しながら、十分な介護サー

ビスの確保にとどまらず、医療、介護、介護予防、

住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確

保される体制を各地域の実情に応じて構築してい

くことが重要であるとされています。この体制が

地域包括ケアシステムと言われるものです。 

 こうした中、第６期に向けた制度改正では、介

護保険制度の持続可能性の維持や地域包括ケアシ

ステムを構築していくためにさまざまな改正が行

われました。特に地域包括ケアシステムの構築を

目指した改正では、地域支援事業を良質で効果的

な事業に重点化しつつ、再構築するとともに、充
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実・強化を図るために、介護予防・日常生活支援

総合事業、いわゆる総合事業と包括的支援事業の

大幅な見直しが行われました。 

 まず、全国一律の予防給付のうち、介護予防訪

問介護と介護予防通所介護を地域支援事業に移行

し、介護予防事業と一体となって総合事業として

再構築されました。 

 第６期における本広域連合の総合事業の現状と

いたしましては、利用者やサービスを提供する事

業者等の混乱を招かないよう、円滑な移行に軸足

を置き、制度による経過措置を用いて、平成29年

度から事業を開始しております。 

 続きまして、包括的支援事業についてですが、

地域支援事業の充実を図るために、包括的支援事

業に在宅医療と介護の連携を推進する事業などが

新たに位置づけられ、重点化・再構築がされまし

た。 

 この包括的支援事業は、構成市町における高齢

者福祉施策との関連性も強く、また、地域の社会

資源等を活用して構築していく事業であることか

ら、構成市町に事業実施を委託し、構成市町にお

いて、関係機関等との協議・検討を重ね、事業の

体制整備を図ってきました。 

 来年度からは第７期を迎えることになりますが、

第７期以降の2025年には団塊世代全てが75歳以上

となるほか、2040年にはいわゆる団塊ジュニア世

代が65歳以上になるなど、人口の高齢化は今後さ

らに進展することが見込まれています。 

 このような社会情勢を背景として、地域包括ケ

アシステムを深化・推進することが求められてい

ます。 

 そのため、本広域連合及び構成市町において第

６期中に体制整備を行った総合事業や包括的支援

事業のさらなる充実を図る必要があります。 

 まず、総合事業の充実といたしましては、高齢

者が要介護状態等となることの予防に資する取り

組みや、要支援者等の要介護状態等の軽減や悪化

防止のための自立支援に資する取り組みをさらに

推進する必要があると考えております。 

 次に、包括的支援事業の充実といたしましては、

これまでも地域包括支援センターの運営に関しま

しては、広域連合、構成市町及び地域包括支援セ

ンターの連携体制を構築し、その機能強化に努め

てきましたが、これまで以上に地域包括支援セン

ター機能の充実に努める必要があると考えており

ます。 

 また、在宅医療・介護連携推進事業などの包括

的支援事業につきましては、第６期中に構成市町

で体制整備を図りましたが、今後は、事業の中身

を充実していく必要があると考えております。 

 このように、地域支援事業をさらに充実させ、

2025年を目指して地域包括ケアシステムを深化・

推進することが第７期に向けた課題であると考え

ています。 

○白倉和子議員 

 総括答弁をいただきました。 

 では、まず個別に一問一答で質問していきたい

んですが、第７期の制度改正についてはかなり大

きな制度改正であり、当広域連合でも２年の据え

置き期間を今まで経過して、これから本格的に進

められていくわけですけれども、まず、今いただ

いた2025年に向けてが第７期の課題だと、漠然と

した第７期の課題を言われましたが、じゃ、その

第７期の介護保険事業の課題に向けて、それらの

課題を解決していくための方策、施策ですね、そ

れをまずお伺いしたいと思います。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 2025年を目指して地域包括ケアシステムを深

化・推進していくという課題を解決していくため

には、介護給付サービスの提供体制の確保はもち

ろんですが、介護予防や自立支援、医療・介護の

連携、生活支援の体制整備など、地域包括ケアシ

ステムの構成要素に大きく関連する地域支援事業

を充実していくことが重要であると考えておりま

す。 

 まず、総合事業の充実についてですが、現在の

総合事業において構築しているサービスのほか、

要支援者等のさまざまな状態に応じたサービスが

提供できるよう、多様なサービスを検討します。 

 次に、包括的支援事業の充実についてですが、

地域包括支援センターの運営につきましては、セ

ンター業務の状況等を評価・点検できる仕組みを
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整理して課題の洗い出しを行うなど、地域包括支

援センターの機能充実に努めていきます。 

 また、包括的支援事業で重点化された事業につ

きましては、第７期においても構成市町ごとに事

業の拡充に向けた取り組みを推進していくことに

なります。 

 この取り組みの推進は構成市町が担っていきま

すが、本広域連合といたしましては、構成市町間

の情報共有等を図り、構成市町が取り組みを推進

していく過程で、共通した施策として推進すべき

課題等が生じた場合には、広域連合全体の施策と

して構成市町との協議・検討を行います。 

 第７期ではこうした取り組みを積み重ね、2025

年を目指して地域包括ケアシステムを深化・推進

していくという課題を解決していきたいと考えて

おります。 

○白倉和子議員 

 今からちょっと具体的に一つ一つ質問に入って

いきますので御答弁願いたいんですが、我々は４

市１町の連合体で介護保険事業を進めているわけ

ですが、そもそも厚労省が広域連合体そのものを

念頭に入れていたかどうかというのは甚だ疑問な

ところがあるんですね。 

 そこで、構成市町の協議間の検討というのが、

場合によってはよかったり、場合によってはそれ

ぞれの自治体の小回りがきかなかったり、サービ

スが出おくれたり、いろんな光と影があると、こ

う私は思っているんです。その辺についても聞い

ていきたいんですが、当連合体では２年据え置い

て事業を始めていくんですが、じゃ平成29年度か

らの総合事業ですね、それは介護予防、訪問介護

と通所介護のサービスですね、訪問型と通所サー

ビスに移行するということで、今現在、一番直近

の数値で結構です。当連合体ではどのような移行

の体制になっているのか、御答弁願います。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 まず、総合事業への移行状況の前に、制度的な

御説明をさせていただきます。 

 総合事業は、制度による経過措置を活用しまし

て、平成29年４月に開始をいたしましたが、既に

介護予防訪問介護や介護予防通所介護を利用され

ていた方は、４月１日以降も要支援認定の有効期

限までは、それぞれのサービス内容を原則そのま

ま利用していただいているところでございます。 

 そして、要支援認定の有効期限が切れ、更新申

請をされた時点から、総合事業のサービスに順次

移行していただいております。 

 このため、現状としては、従来の予防給付を利

用されている方と総合事業によるサービスを利用

されている方が混在している状況となっておりま

す。 

 要支援者認定の有効期間が最長１年であるため、

今年度末までには全ての方が総合事業のサービス

に移行することになります。 

 議員お尋ねの総合事業への移行状況につきまし

ては、11月サービス提供分が最新の数値となりま

すので、その件数で申し上げますと、まず、訪問

によるサービスですが、総合事業の訪問型サービ

スが929件、予防給付の介護予防訪問介護が481件

となっております。次に、通所によるサービスで

すが、総合事業の通所型サービスが1,333件、予

防給付の介護予防通所介護が675件となっており

ます。件数の割合で申し上げますと、訪問、通所

ともに11月現在では全体の約66％が総合事業によ

るサービスとなっています。 

○白倉和子議員 

 わかりました。 

 従来、使っておられた方と新たに支援者になら

れた方と今は混在している状態ですので、また、

この件に関しては、当然利用者たちへのサービス

の低下になっていないかということも含めた後追

い調査というのはぜひ必要だと思いますので、ま

た再度時期を見て質問させていただきます。 

 それで、一問一答の３回目に入りますが、私た

ちのこの連合議会でも包括支援とか地域のシステ

ムづくりについてたびたび質問がなされてきまし

た。ちょうどその動きがありましたころの平成27

年２月議会とか８月議会、私は当議会に所属して

おりましたので、たびたび質問もさせていただい

たんですが、先ほども言いましたように、中部広

域連合での事業計画ができてからという理由でな

かなか遅々として進まない分野もあったんですね。



佐賀中部広域連合 平成30年２月定例会 ２月13日（火） 

 

 

- 17 - 

というのが、一自治体で介護保険事業をされてい

るところは、とにかく取り組みというか、その体

制、例えば介護保険の事業と、先ほども言われま

したように、高齢者福祉計画というのはもう密に

関係しますので、高齢者福祉の部門との人材です

ね、これ一つの自治体でやっている場合はですよ、

人材の交流とか、意見交換とか、その辺も含めて、

より早くに充実させていこうというふうな動きが

見られるわけなんですが、ここでやっぱり気にな

るのが、生活支援自体を国は今、自治体の裁量に

任せる方向としているわけですね。つまり、介護

予防の部分をＮＰＯやボランティア団体などの介

護専門職以外に積極的にサービスを提供してもら

うという意味合いだと理解しているんですが、そ

れを踏まえてどのように対応するのか。これは私

以前にも質問に出しました。既に各団体との連携

に向けて協議を進めているのかどうか。先ほど移

行者が66％というふうな答弁がなされております

ので、そういった部分も含めて、既に各団体との

協議を進めておられるのか非常に気になるところ

です。そのあたりの答弁をお願いします。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 総合事業におきましては、これまでの介護専門

職が提供するサービス以外にも、ＮＰＯやボラン

ティア等を担い手としまして行うサービスも想定

されております。これらのサービスについて国が

示す一例を申し上げますと、まず、これまでの介

護予防訪問介護や介護予防通所介護に相当する

サービスや、従来の介護予防サービスよりも緩和

した基準で提供するサービスがあります。また、

ＮＰＯやボランティア等により提供される住民主

体によるサービスなどが示されております。これ

らの多様なサービスにつきましては、構成市町と

協議を行いまして、それぞれの役割に応じてサー

ビスの実施を検討していくこととしております。 

 そして、ＮＰＯやボランティア等により提供さ

れる住民主体によるサービスなど、地域資源の活

用や個々の高齢者の状況把握など地域の特性が大

きく求められるサービスは構成市町による実施と

しております。 

 このボランティアや地縁団体、ＮＰＯなどと協

働して実施することができる事業は地域の特性が

影響することがあり、構成市町によって準備期間

などに差が出ることも想定されます。 

 このため、介護予防・生活支援サービス事業に

おける構成市町が実施主体となる事業の全体的な

運用開始は、平成32年度を目標としております。 

 したがいまして、構成市町においてＮＰＯやボ

ランティア団体、地縁団体など、サービスの担い

手として想定される関係団体との協議・検討は第

７期に入ってから行う予定となっております。 

○白倉和子議員 

 そういったＮＰＯや各種団体との力を共用して

いくには、やはり人材育成という準備期間も十分

に要りますし、今、認知症の問題なんかが社会的

な問題になっていますよね。そういったところも

含めて、先ほどの答弁の中では、構成市町の間で

の準備期間に差が出ることとか、サービスの中身

ですね、そういったことを鑑みながら、平成32年

度を目標として今から協議をやっと進めていく段

階に我が連合はなっていると、そういう解釈です

か。それで第７期計画がもう始まっていくわけで

すが、速やかにそういった協議に入っていただけ

ると。それぞれの地域でもそれぞれの人材という

のは把握せにゃいかんことですから、そしてまた、

中部広域連合のほうに応援を頼んだり、例えば財

政的なことも出てきましょうから、そのあたりは

速やかに協議に入っていただくと解釈してよろし

いでしょうか。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 構成市町との協議とか団体との協議につきまし

て、これまでも地域包括システム構築に向けまし

て構成市町との事業につきましての検討を行って

おりまして、先ほども申し上げましたとおり、構

成市町によりましての地域差等もございまして、

それによる特性等も含めましての影響があること

から、これまでもしておりますけど、今後につき

ましても構成市町との協議等を行いまして、それ

によりまして、地域の特性が生かされます事業に

つきまして協議を行っていきたいと考えておりま

す。 

○白倉和子議員 
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 ぜひ速やかに各市町においても小回りがきくよ

うに推進していただきたいと思います。 

 じゃ、その次の質問に移りますけれども、今ま

で地域支援のことでちょっとお話ししてきたんで

すが、介護給付費においても介護人材の不足とい

うマンパワーという課題があると思うんですね。

これは先ほどの地域支援事業でもそうなんですが、

共通して言えるんですが、その課題において、例

えば介護報酬を含めた人件費の改善というのが、

今、国が示しているのが約10万円（19ページで訂

正）のアップですかね。そういった部分とか、い

ろいろ話し合われているんですが、これについて

は佐賀県の責務も私は大きいと考えているんです

ね。 

 これも以前に一回質問したことがあります。県

は介護保険の事業計画の内容に対する事業体への

具体的な支援が余り見えてこないと、私はそう感

じているんですね。消費税などを積み上げた基金

というのは、これは県はしっかり持っております

し、この基金に関しては、市町ですね、介護保険

の支援をしっかり行いなさいよと。それと、地域

包括支援、人材育成なんかについてもしっかり行

いなさいよというための県が積み上げている消費

税財源の基金なんです。他の県を見ますと、かな

り大きな基金が取り崩され、平成27年、平成28年、

平成29年の間に使われていっているように思って

いるんですが、この有効利用について、今、県と

どのように話されておられるのか。以前に質問し

たときは、積極的に県と連携を図りということで、

ぽつぽつ、ぽつぽつと県がされている人材育成事

業というのは、それは何らかの「県民だより」な

んかで見ることはできるんですが、具体的にどう

いうふうにもっと連合体として県に働きかけて

いっておられるのかというところの答弁をお願い

します。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 佐賀県との連携という御質問かと思います。現

在、佐賀県と連携した主な取り組みを申し上げま

すと、佐賀県では、人材確保促進事業として、介

護の仕事の内容の紹介や介護事業所の雇用環境情

報、事業所が行う取り組みなど、人材の参入を促

進する事業を検討されておりますが、その検討会

議に本広域連合の職員も保険者代表として出席を

し、事業の検討段階からかかわりを持って協力し

ております。また、佐賀県では平成28年度から介

護の日に合わせて、介護の魅力の発信の目的とし

て、福祉を学ぶ高校生による介護実技発表や介護

技術コンクールなどイベントを実施しております。

本広域連合でも介護の日に合わせて介護予防講習

会を開催しておりますが、平成28年度、平成29年

度は、本広域連合が実施する介護予防講習会と佐

賀県が行う介護の魅力の発信する事業をタイアッ

プし、さが介護・健康・福祉フェアとして、介護

に対する理解と関心の醸成を図るイベントを実施

しているところでございます。 

○白倉和子議員 

 こういった人材確保の部分においても、ヒアリ

ングのときにちょっとほかの市町の資料も提示と

いうか、お見せしましたが、例えば介護人材確保、

何年までに何名確保とか、どういった分野に何年

までにとか、それをやっぱりきちっと目標を持っ

てつくっておられる、ここはやはり一自治体一介

護保険事業のところなんですね。やっぱり県と連

携して、しっかりとそこに予算も投入してもらっ

て計画を立てていっておられるんですよ。今のと

ころ当広域連合では、構成市町とのいろいろ横並

びとか、いろんな部分がまたこれから計画に入っ

ていく部分がありますので、まずは広域連合が主

体となって介護人材、それから、マンパワーです

ね、あと地域でのマンパワーなんかも含めて、

もっと積極的に佐賀県にアプローチして、ぜひ広

域連合自体で、４市１町のまず人材確保という観

点から計画性を持って推進していただきたいと私

は思うんですね。あくまで計画であるから、どれ

だけ確保できていくかというのは、これはもうわ

かりませんが、まず計画をつくること、それが私

は第一と思うんですが、その点に関して答弁願い

ます。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 地域包括ケアシステムの構築に当たりましては、

介護給付サービスや地域支援事業に携わる質の高

い人材を安定的に確保するための取り組みを講じ
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ていくことが重要とされております。この介護人

材の確保に係る事業につきましては、都道府県が

主体となって取り組む事業とされております。こ

のため、都道府県につきましては、広域的な立場

から必要な介護人材の確保のため、2025年を見据

えつつ、必要となる人材の確保に向け、地域の関

係者とともに、介護の仕事の魅力の向上、多様な

人材の確保・育成、生産性の向上を通じた労働負

担の軽減を柱とする総合的な取り組みを推進する

ことが重要であるとされております。 

 本広域連合といたしましても、佐賀県と連携し

まして取り組みを推進していきたいとは考えてお

ります。 

 また、介護保険者としては、必要な介護サービ

ス提供を確保するため、介護職員の離職を防止す

るため、介護サービス事業者やその事業者に対す

る相談体制の確立、介護サービス事業所や医療、

介護関係団体等との連携、協力体制の構築に努め

ていきたいと考えております。 

○白倉和子議員 

 やはりこの点においては県の施策というか、予

算のつけ方というか、基金の使い方というか、

我々の消費税が投入されて積み上げられた基金を

持っておりますので、ある意味、目的基金ですよ

ね。もっとしっかりとこれからより一層協議して

いただくようにお願いします。 

 先ほどちょっと私言い間違えたかもしれません

が、介護報酬のところですね。介護職員、一般の

同じ年代と比べたら10万円ぐらい違うんですね。

１万円ぐらいを今度アップするとか国が示して、

我々にとったらたった１万円ぐらいの報酬アップ

かなとかいうふうに非常に危機感を持ったりする

んですが、そういった部分の処遇改善の部分にお

いても、我々は我々でもっと国と議論していくこ

とが多かろうと思います。 

 そういった処遇のところとちょっと同じように

共通してくるのかもしれませんが、県としっかり

協議していただくというお願いをするのと同時に、

第７期の介護制度改定の中で、介護サービスにお

いての記述がございますよね。利用者の要介護度

改善、つまり介護度が軽くなることによる報酬加

算が改正の中にうたわれております。言葉の響き

はいいのですが、体力の低下や機能低下は、老化

を重ねるにつけ、ある意味避けられないものだと

私は考えております。適切な事業所運営という観

点のもとに、そういったこと、要介護度が軽くな

ると施設入所者の、そういうふうな文言も入って

いるんですが、要介護度が軽くなると施設入所者

にも響いてくる問題もあるんですね。今がもう介

護３からしか施設入所というのは原則新規では入

れませんよね。３が２になったらどうするのか、

２が１になったらどうするのか、いろんなことが

あるんですが、このいわゆる事業所努力、出来合

い報酬加算という意味合いでしょうかね、こう

いった制度上の矛盾はないかと私は懸念している

んですが、そういったことをどう捉えておられる

のか、連合体としてお伺いいたします。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 初めに、平成30年度介護報酬改定の概要につい

て御説明させていただきます。 

 団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、

質が高く効率的な介護サービスの提供体制の整備

を推進することを目的として、平成30年度介護報

酬改定が行われます。 

 全体の改定率はプラス0.54％で、今回の改定は、

地域包括ケアシステムの推進、自立支援・重度化

防止、多様な人材の確保と生産性の向上、制度の

安定性・持続可能性の確保を図るためのものと

なっております。 

 このうち、介護保険の理念や目的を踏まえ、安

心・安全で自立支援・重度化防止に資する質の高

い介護サービスを実現するために、一部のサービ

スに加算が設けられます。 

 主なものを申し上げますと、通所介護の利用者

のうち、日常生活動作、いわゆるＡＤＬの維持及

び改善の度合いが一定の水準を超えた場合にＡＤ

Ｌ維持等加算を算定することとなります。ＡＤＬ

維持等加算の報酬単価は、月額３単位または６単

位となっているところでございます。 

○白倉和子議員 

 通所介護の部分で今報酬の加算というのがなさ

れているというので、これもちょっと今後見守り
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ながら、本当に必要なサービスが滞らないような、

その辺のあたりもしっかりと、通所の場合は利用

はできるということですから、その辺でちょっと

安心いたしました。 

 それと、地域支援事業や介護保険給付について、

介護保険者の役割を今まで尋ねてきましたが、先

ほど人材確保のところ、これ県としっかり連携し

てくださいというふうにお願いしましたが、その

部分において、保険者との役割と、それと、現状

として、県の支援策ですね、これは支援コーディ

ネーターとか、いろんな部分で、それとか事業Ｐ

Ｒとか、こっちの観点から、人材育成じゃなくて、

どんなところを今連携されているかというのを答

弁いただけますでしょうか。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 県の支援につきましては、介護保険者の方針を

尊重しつつ、介護保険者の行う事業が適切かつ円

滑に実施されるよう、介護保険者に対する支援を

行うことが求められております。 

 佐賀県におきましても、さがゴールドプラン21

で、介護保険者や市町村に対する支援策を定め、

実施されています。 

 第６期に実施されている主な支援策を申し上げ

ますと、生活支援コーディネーター養成研修など

生活支援サービスの充実に向けた支援、認知症地

域支援推進員研修や認知症キャラバンメイト養成

講座など認知症施策の推進に係る支援、広域的な

視点からの在宅医療・介護連携の取り組み支援な

どがあります。 

○白倉和子議員 

 このあたりも今後一層強化されていく部分で

しょうが、当広域連合体でも認知症理解のための

オレンジリングですね、ちょっときょう私はめて

いないんですが、そういった事業をしているんで

すね。今回の議案でもそういったところの講習会

の費用というのが計上されておりますので、その

辺も県の事業と本当に上手に連携をとりながら、

より有効な人材として動いてもらえるような施策

をぜひぜひ展開していただくように提言したいと

思います。 

 今までいろんなことを述べてきましたが、これ

までの中部広域連合の議事録等々をずっと読んで

おりますと、残念ながら同じような答弁がかなり

繰り返されてきたというふうな印象を私は否めな

いんですね。ですから、広域連合体としての市町

との連携、そして市町の意向を尊重しながらの第

７期というのであれば、これからが私は本格、本

腰だと思っておりますので、ぜひお願いしたいと

思います。 

 それと、今度の制度改正、第７期の中に障がい

者の介護保険制度移行について書かれてあるんで

すね。この辺についてちょっとお伺いしたいんで

すが、障がい者の方が65歳以上になったとき、障

がい福祉という部分から介護保険を利用するとい

う、制度的に自動的に移行するというふうになっ

ていたんですね。ですから、私個人でもそういっ

た相談をたびたび受けたこともありました。障が

い福祉の場合は使えた、例えば県のある訓練所が

あるんですが、そこが介護保険対象者となったら

使えなくなったというので、そんなちょっとばか

なことはないでしょうと言うけど、やっぱり実際

に使えないというふうにその場合はちょっとう

たってあったんですね。ですから、県とかけ合っ

て、ぜひぜひその障がい者の方が回復するために

はこういった訓練は必要だからということで継続

して使えるようになり、かつ、その施設において

もそういった事項が緩和されるようになったとい

うふうな経緯が今まであります。今は一例ですが、

こういったことが多々あったんですね。そのよう

な状況下での今度の第７期の制度改正、これはま

ず何が対応されているのか、その部分についてお

伺いしたいと思うんですが。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 平成30年度からの制度改正において、高齢者と

障がい者が同一の事業所でサービスを受けやすく

するために、介護保険と障がい者福祉両方の制度

に新たに共生型サービスが位置づけられました。

これは、障がい者が65歳になって介護保険の被保

険者になった際に、介護保険のサービスに切りか

わるため、使いなれた障がい福祉サービス事業所

を利用できなくなることが大半であったことから、

制度の見直しが行われたものです。 
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 共生型サービスの創設により、介護保険または

障がい福祉のいずれかの指定を受けた事業所が、

もう一つの指定を受けやすくし、障がい者が65歳

以上になっても、制度上、円滑なサービス移行が

できるようになります。 

 介護保険制度では、訪問介護、通所介護、短期

入所生活介護等が対象のサービスとなります。 

○白倉和子議員 

 この点においてもある意味問題が解決する部分

もございます。確かにございます。 

 ところが、今度の平成30年４月からの介護保険

と障がい者福祉の両制度に新しく共生型サービス

が位置づけられるということですが、一つは、御

高齢者になったら障がいを持たれるということ、

これはよくあることなんですね。ですから、その

分はスムーズにある意味、障害者手帳を御高齢者

が持たれてもクリアしていくと思うんですが、従

来、障がい者福祉を利用されていた方、その方が

65歳になってきたときに共生型サービスの利用に

なるということですが、本当は介護保険の事業提

供と障がい者福祉サービスの事業提供、これは専

門性が違うんですよね。当然、御理解いただける

と思いますが、専門性が全然違います。ですから、

そういった部分でも、個々での専門性を持った共

通の専門性か、それぞれ個々の専門性を持ったマ

ンパワーの確保というのがもう必ず必要になって

いきますので、その辺も見据えてしっかりと県と

議論しながら協議していただきたい。そして共生

型サービス移行について見ていただきたいと思い

ます。今後、私たちもその辺の共生型サービスの

人材の部分ですね、その辺も含めて、障がい者福

祉にとって福祉のサービス低下にならないように、

あくまで専門性の人材配置について見きわめてい

きたいと思います。 

 それでは、最後の質問になりますが、現在、地

域包括支援センターというのが佐賀市初め、各構

成市町に設置されております。この設置の仕方は、

一つの自治体に何カ所もあるところと、一つの自

治体１カ所のところと、それぞれの自治体が直接

運営してかかわっているところと、それと、自治

体が委託して事業をしているところと、さまざま

なことが今、佐賀中部広域連合の中にはあり方と

してあるんですね。昨今見てみますと、地域包括

支援センターには実にさまざまな質問が寄せられ

ております。例えば生活困窮者支援であったり、

それとか、障がい者福祉サービスにかかわる相談

であったり、実にさまざまなんですね。要するに、

介護保険事業の中での地域包括支援センターとか

かわりはあるんでしょうが、直接的じゃない相談

というのに追われているというのを本当私は目の

当たりにしますし、現場でもよく声を聞きます。

それが例えば一自治体でやっているところは、そ

この自治体の福祉課にぽんとつないだりとか、そ

ういった部分で対応すれば割とスムーズになるん

でしょうが、まず、御高齢者に対して困ったこと

とか、いろんなことを地域包括支援センターにと

いうふうに今うたっていますので、そこに相談が

来る限り、うちの管轄じゃありませんてはねつけ

るわけにはいかないんですよね。それが現状です。

そういった現状をしっかり見ていただいて、第７

期が進むほどにより一層相談件数がふえてくるの

ではと私は思っております。ですから、先ほど幾

つかの質問の前にも述べましたが、一つの自治体

で介護保険事業をやっているところは、もうス

ムーズに高齢福祉課と連携してその辺の人材のや

りとりをしているという現状があるんですね。し

かし、ここは中部広域連合ですから、まず、中部

広域連合が地域包括支援センターをそれぞれの市

町に事業を委託しているわけですから、第７期が

進むほどに、先ほど言ったような、高齢化に伴っ

て本当より一層相談件数がふえてくると私は思っ

ているんですね。それで、地域包括支援センター

の人材をふやすなどの対策が必要ではないかと実

は思っているんですが、事業を委託している連合

体としての考え方をぜひお示しいただきたい。よ

ろしくお願いします。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 地域包括支援センターが高齢者に関する総合相

談窓口として定着していく中、相談受け付け件数

も増加をしているところでございます。その内容

が、高齢者福祉に関することであれば、その相談

支援や相談対応等につきましては、地域包括支援
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センターへの委託業務の範囲内でありまして、相

談件数の増加等に関する対応策は本広域連合が検

討すべきものであると考えております。 

 ただし、相談件数の増加が障がい者福祉や生活

困窮など高齢者福祉以外の福祉分野に関する内容

によるものであれば、介護保険制度による委託料

だけでは解決策を講じることは難しいと考えます。 

 現状として、相談件数のうち、高齢者福祉以外

の福祉分野に関する相談件数など、数値的な状況

は把握していませんので、まずは、構成市町への

状況の確認等を行っていきたいと考えております。 

 また、現在の社会情勢としまして、疾病や障が

い・介護、出産・子育てなど、さまざまな分野の

問題が絡み合って複雑化したり、個人や世帯単位

で複数分野の課題を抱え、複合的な支援を必要と

したりする状況があります。 

 このような中、地域ニーズに応じ、複数の福祉

政策の一体的な相談体制や複合課題に対応する包

括的相談支援体制などの構築につきましては、そ

れぞれの保健福祉行政が横断的に一体となって検

討していくことを国は求めております。 

 本広域連合内では、構成市町の実情は異なりま

すし、相談窓口に関する地域住民のニーズも同一

とは限っておりません。したがいまして、本広域

連合といたしましては、構成市町が目指す施策の

方向性が、地域包括支援センターに一体的、包括

的な相談支援体制を求めるものであれば、積極的

に協議、検討に応じていきたいと考えております。 

 また、第７期では、今後、国が示す全国統一の

評価指標に基づいて、地域包括支援センターの業

務の状況や業務量などを介護保険者が把握し、評

価・点検できる仕組みの構築が予定されておりま

す。 

 したがいまして、その評価・点検において、高

齢者福祉以外の福祉分野や複合的な相談受け付け

の状況等が把握できれば、本広域連合といたしま

しては、逆に構成市町へ協議、検討を呼びかけた

いと考えております。 

○白倉和子議員 

 先ほども言いましたように、非常にたくさんの

相談が寄せられて、現状を私はいろんなことをお

聞きするところ、１カ所だけではこういうことは

言えませんので、現状で述べたわけです。 

 それで、国がつくるところの評価・点検システ

ムが構築されたら、それに基づいて地域包括支援

センターを点検してどうとかこうとかいうんじゃ

なくて、今現状はどんな感じですかと、中部広域

連合としてはまず現状を把握されてくださいよ。

そういうのをしっかりとつかんでいただいて、そ

の上で、それぞれの自治体と地域包括支援セン

ターのあり方とか、中部広域連合とのあり方とか、

人材をもっとふやさにゃいかんかどうかとか、そ

ういう議論がなされていくわけですから、まず実

態把握を、私は国の評価・点検システム表ができ

てとか、そういう答弁は私はいただけないと思い

ますが、これはいかがでしょうか。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 先ほども議員が申されましたように、地域包括

支援センターにつきまして、相談件数とか、いろ

いろな相談内容が増加しているということをお聞

きしまして、当広域連合としましても、まず市町、

また地域包括支援センターからの現状につきまし

て、まず把握をさせていただければと考えており

ます。 

○白倉和子議員 

 ぜひよろしくお願いいたします。 

 例えば、佐賀市の場合だったら、合併によって

支所に福祉の部門、直接担当するところがなく

なっているという現状がありますし、そういった

それぞれ市町の実情があると思うんですね。ぜひ

ぜひ把握をしていただくようにお願いいたしまし

て、第７期の保険法改正にはさまざまな課題と議

論があるし、かつ、ゆっくりできる部分とゆっく

りできない部分、さまざま混在しておりますので、

今後の動きに注目していきながら、また質問させ

ていただきたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○野副芳昭議員 

 神埼市の野副です。 

 一般質問の前に、２月５日、佐賀中部広域連合

管内、神埼市千代田町において、目達原駐屯地自

衛隊ヘリの墜落事故において２名の隊員の方が亡
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くなられました。心から御冥福を申し上げます。 

 また、この事故により被害に遭われた小学５年

生の女の子の心のケアと家族への支援及び補償、

一日も早くもとの生活に戻していただけることと

ともに、地域住民への補償と、これから先の原因

究明と再発防止を願いたいというふうに思ってお

ります。 

 それでは、通告していました２つの事項につい

て質問します。 

 まずは自動体外式除細動器、俗に言うＡＥＤの

必要性と地域住民への周知徹底です。 

 ＡＥＤとは、心臓が細かく震えて血液を全身に

送ることができない心室細動を起こしている場合

に、瞬間的に強い電流を流してショックを与え、

心臓の状態を正常に戻す機器です。心停止状態の

人に電気ショックを与え救命するＡＥＤが一般市

民に使用が解禁されたのは2004年です。身近な救

命措置としてあらゆるところで普及しています。

総務省消防庁によれば、2013年に公共の場で心臓

の異常によって心肺停止状態に陥り、その場に居

合わせた市民による心肺蘇生とＡＥＤを使った電

気ショックによる措置を受け生存し、社会復帰も

できた人もいるという報告もあります。しかし、

実際に使われた割合は低いのが現状です。 

 そこで、佐賀中部広域連合管内での市民による

活用に向けたＡＥＤの必要性と使用方法の周知徹

底はどのように行われているのか、質問します。 

 ２つ目の質問は、介護報酬の改定による効果に

ついてであります。 

 国によると、超高齢社会となる2025年を視野に

入れ、人口の多い団塊の世代が75歳を迎え、５人

に１人が後期高齢者になると見込んでいます。国

は、医療と介護の連携を強化し、効率的かつ効果

的なサービス提供体制を確立し、超高齢社会にふ

さわしい制度づくりを目指しています。 

 政府は、2018年度の介護報酬改定で0.54％引き

上げると決定しました。介護報酬は３年ごとに見

直され、前回は2.27％引き下げられ、プラス改定

は６年ぶりだそうです。前回改定以降、介護事業

者の倒産が相次ぎ、人手不足が深刻な状態であり

ます。一部の特別養護老人ホームが赤字になり、

事業所の収益悪化を招いたとの報道もあり、2017

年４月には職員の賃上げのため、臨時で報酬を1.14％

アップしていますが、今回の介護報酬改定で介護

事業者の不安は改善されるのか、また、利用者の

負担はどうなるのか、佐賀中部広域連合の考えを

お尋ねいたします。 

 あとは質問席にて一問一答で質問します。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 消防へは、ＡＥＤの使用の必要性と地域住民へ

の周知の徹底の方法についてという御質問だと思

います。 

 それでは、本局では、従前から地域の実情を踏

まえながら、救急車が到着するまでに行う応急手

当ての重要性を住民に認識してもらうため、心肺

蘇生法を中心とした救命講習を開催し、普及啓発

に努めてきたところです。 

 そのような中、昭和61年、松江市で行われてい

た女子実業団バレーボールの試合中、選手が突然

倒れ、何ら応急手当ても受けることなく担架で運

び出されて、その後、亡くなってしまうという悲

惨な事案が起きました。応急手当ての普及啓発を

行っている者として、心肺蘇生法が住民に浸透し

ていないことに非常に強いショックを受けたこと

を覚えおります。 

 その後、高度化する救急業務にあわせて、住民

に対する応急手当ての普及がさらに重要となり、

平成５年に総務省消防庁が応急手当ての普及啓発

活動の推進に関する実施要綱を制定しました。こ

れにより、各消防本部において応急手当ての普及

啓発活動がさらに積極的に行われるようになった

ところです。 

 また、平成15年11月、より一層の救命効果の向

上を図るため、厚生労働省が非医療従事者による

ＡＥＤの使用のあり方検討会を開催、同委員会の

報告書において、心臓疾患によって突然死を来す

ような不整脈については、発症から電気的除細動

が行われるまでの時間がより迅速に実施された場

合ほど救命率が良好であると示されました。 

 その後、平成16年７月１日付で厚生労働省医政

局長から「非医療従事者によるＡＥＤの使用につ

いて」の通知がなされ、一般市民もＡＥＤの使用
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が可能となりました。 

 これにより、それまで救急隊が到着するまで実

施できなかった電気的除細動を、現場に居合わせ

た人が速やかにＡＥＤを使用することで、救命に

とって大きな効果を上げております。 

 本局では、平成17年５月にＡＥＤトレーニング

ユニットを導入し、全職員に対し早期の電気的除

細動の有用性を認識させるとともに、ＡＥＤを確

実に取り扱いができるよう講習会を実施しました。

また、これにあわせまして、住民の方々に行う救

命講習の内容も速やかに変更しました。 

 このことによりまして、従来から行っている心

肺蘇生法に加え、ＡＥＤの役割、必要性、取り扱

いを含めた実技を中心とした救命講習を行ってき

たところであります。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 介護報酬の質問についてお答えいたします。 

 今回の介護報酬改定は、2025年に向けて、国民

一人一人が状態に応じた適切なサービスを受けら

れるよう、質が高く効率的な介護の提供体制の整

備を推進することを念頭に行われています。 

 その視点は、中重度の要介護者も含め、どこに

住んでいても適切な医療・介護サービスを切れ目

なく受けることができる体制の整備、介護保険の

理念や目的を踏まえ、安心・安全で、自立支援・

重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現、

人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用

いた負担軽減、各種基準の緩和等を通じた効率化

の推進、介護サービスの適正化・重点化を図るこ

とにより、制度の安定性・持続可能性を確保と

いったものになっています。 

 その背景には、いわゆる団塊の世代の全てが75

歳以上となる2025年に向けて、介護ニーズも増大

することが想定される中で、国民一人一人が住み

なれた地域で安心して暮らし続けられるよう、医

療、介護、介護予防、住まい及び生活支援が包括

的に確保される地域包括ケアシステムを各地域の

実情に応じて構築していく必要があります。 

 介護報酬改定の改定率は全体でプラス0.54％で

あり、自立支援や重度化防止に資する質の高い

サービスの評価等にプラス約１％、各種の給付の

適正化でマイナス約0.5％となっています。 

 その改定の概要は、サービスごとに基本報酬の

改定や加算の創設などが実施されており、利用さ

れているサービスの種類や利用内容によっては報

酬額が変わることにより、個別の利用者の自己負

担額や事業所の収入に関しては一律に申し上げる

ことが難しいものとなっております。 

 今回の介護報酬改定の視点に基づく基本的な考

え方に沿って、その概要を申し上げますと４点ご

ざいます。 

 第１に地域包括ケアシステムの推進、第２に自

立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービ

スの実現、第３に多様な人材の確保と生産性の向

上、第４に介護サービスの適正化・重点化を通じ

た制度の安定性・持続可能性の確保となっており

ます。 

 初めに、第１の地域包括ケアシステムの推進に

関する観点では、中重度の在宅要介護者や居住系

サービス利用者、特別養護老人ホーム入所者の医

療ニーズへの対応、医療と介護の複合的ニーズに

対応する介護医療院の創設、ケアマネジメントの

質の向上と公正中立性の確保、認知症の人への対

応の強化などが主な改定事項となっております。 

 次に、第２の自立支援・重度化防止に資する質

の高い介護サービスの実現に関する観点からの改

定についてですが、リハビリテーションに関する

医師の関与の強化、外部のリハビリ専門職等との

連携の推進を含む訪問介護等の自立支援・重度化

防止の推進、通所介護における心身機能の維持に

係るアウトカム評価の導入などが主な改定事項と

なります。 

 次に、第３の多様な人材の確保と生産性の向上

に関する観点では、生活援助の担い手の拡大、介

護ロボットの活用の促進、定期巡回型サービスの

オペレーターの専任要件の緩和などが主な改定事

項となります。 

 最後に、第４に介護サービスの適正化・重点化

を通じた制度の安定性・持続可能性の確保に関す

る観点では、福祉用具貸与の価格の上限設定、集

合住宅居住者への訪問介護等に関する減算及び区

分支給限度基準額の計算方法の見直し、通所介護
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の基本報酬のサービス提供時間区分の見直しなど

が主な改定事項となります。 

 以上のような改定により、国民一人一人が状態

に応じた適切なサービスが受けられるよう、着実

に対応していくこととしております。 

○中野茂康議長 

 これより休憩いたしますが、本会議は午後１時

に予鈴でお知らせいたします。 

 しばらく休憩いたします。 

          午前11時56分 休 憩   
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○中野茂康議長 

 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 広域連合一般に対する質問を続行いたします。 

○野副芳昭議員 

 先ほど総括の中で質問させてもらって、答弁い

ただいて、ＡＥＤの事例ということと必要性を

しっかり答弁していただきましたけれども、一問

一答で質問させていただきたいというふうに思っ

ております。 

 多くの住民の方が集まる場所等では、いかなる

ところで救急の場合が生じるかもわからないとい

うふうに思うんですね。 

 そこで、広域連合管内でのＡＥＤの設置場所等

はどんなところに配置されてあるのか、お尋ねし

たいというふうに思います。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 議員の御質問にお答えします。 

 ＡＥＤの設置場所につきましては、平成25年９

月27日に厚生労働省からＡＥＤの効果的かつ効率

的な設置に向けた指針として、ＡＥＤの適正配置

に関するガイドラインが公表されております。 

 このガイドラインでは、心停止の発生頻度が高

い場所として、人が多く集まる場所、高齢者が多

い場所のほか、マラソンなど心臓へ多大な負荷が

かかるようなスポーツが行われる場所へＡＥＤを

設置することを推奨しております。 

 ＡＥＤの設置が推奨される具体的な場所といた

しましては、駅、空港、運動競技場などのスポー

ツ施設、ショッピングモール、パチンコ店、入浴

施設、イベント施設、宿泊施設、高齢者施設、そ

れと官公庁、公民館、学校、警察署、消防署等が

挙げられております。また、このような施設を含

めまして、救急隊到着までに時間を要するような

場所が挙げられております。 

 広域連合管内の設置されておりますＡＥＤにつ

きましても、これら多くの人が集まる場所を中心

として設置されております。 

○野副芳昭議員 

 設置場所なんですが、今、いろんなところを言

われたんですけど、商業施設等も含まれるという

ふうに思うんですね。それで、このＡＥＤの設置

は公共の場で広がっておりまして、救急搬送され

る心肺停止の患者の約７割は一般家庭で、救急患

者が運ばれるのは大体７割が一般家庭というふう

に言われておりますが、あとの３割がそういうふ

うな公の場所で発生するというふうなことが言わ

れておるんですが、最近においては、コンビニの

普及でコンビニとか公民館等にも、住宅地に近い

そのような場所にもＡＥＤが設置されているとい

うようなことも言われております。 

 そこで、厚生労働省研究班の調査なんですが、

2004年から2014年までのＡＥＤの販売台数を調べ

てあるんですね。これは、約63万6,000台という

ふうに、63万台に乗っているわけですね。申しわ

けないんですが、そのうち医療機関、消防署向け

は、これはレンタルとかじゃなくて販売してある

ところの販売台数は12万台ということで、約19％

ぐらいにおさまっておるらしいんですよ。あと、

商業施設、学校、駅、空港などの一般向けは51万

6,000台ということで、ここは約81％というふう

なことで、販売台数にしては、こういうふうな一

般施設向けのところが多いというふうなことの調

査でわかっておるようです。 

 そして、2004年の販売台数、最初このＡＥＤが

救命措置としてやられたときの2004年の販売台数

は約7,400台だったと。それが2014年には10年間

の間に約63万台というふうなことに急速に普及し

ているというふうなことが言われております。 

 また、製造販売業者の方によると、同じく2004

年から2014年までの販売台数、累計ですけど、2007

年に約13万8,000台、2011年で40万台弱、2013年

には50万台を突破というふうなことが書いてあり

ます。 

 また、年間においては2014年が一番多く売れて

いるというようなことで、約14万台売れたという

ふうな結果が記されています。 

 このように、販売実績は確実に増加していると

いうふうなことがありますけれども、この価格が

ちょっと高いんですね。１台30万円から50万円と

いうふうなことで、高価な値段ですけれども、広

域連合管内にも多くの設置場所に必要だと思いま

すが、広域連合管内での設置数はどれぐらいある
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のかお尋ねします。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 広域連合管内のＡＥＤの設置施設数につきまし

ては、日本救急医療財団のホームページに公表さ

れております設置数を述べさせていただきます。 

 平成30年１月末現在で、佐賀市が530施設、多

久市が62施設、小城市が65施設、神埼市が85施設、

吉野ヶ里町が61施設となっており、合計803施設

となっております。 

 なお、管内の各市町に聞き取り調査を行ったと

ころ、それぞれの所有されている公共施設のＡＥ

Ｄの設置数につきましては、平成30年１月末現在

で佐賀市が147施設、多久市が39施設、小城市が44

施設、神埼市が34施設、吉野ヶ里町が25施設と

なっており、合計289施設となっております。 

○野副芳昭議員 

 今の答弁でもありましたように、各市町におい

てもそれなりに結構設置をされてあるというふう

なことで、安心はしておるんですが、設置が多い

から安心だけはされないんですね。これがいかに

活用できるかというふうなことが一番大事なとこ

ろじゃないかなというふうに思うんですね。 

 もちろん設置というのは、前もお話でお聞きし

ましたんですが、義務づけられていないので、そ

この事業所、事業所の判断によって設置するとい

うふうなことだそうなんですが、これも総務省、

消防庁によりますと、2005年の心肺停止による救

急搬送数は全国で１万8,872件、このうちＡＥＤ

を使用したケースは46件ということで、使用率は

0.2％と、使用率はとても少ないですね。2012年

では心肺停止による救急搬送数は２万3,797件、

このうち881件でＡＥＤを使って、使用率は3.7％

と、徐々にでありますが上昇しているというふう

なことです。 

 広域連合管内においても、救急の場合、さっき

も言われましたように、ＡＥＤが設置されていて

も、これが利用されなければ何もならないかなと

いうふうに思うんですね。設置率があるにしても

ですね。 

 このＡＥＤの使用方法について、指導法、取り

扱い等はどのようにしておられるのかお尋ねしま

す。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 ＡＥＤの取り扱い指導につきましては、消防局

や各消防署で開催する救命講習はもとより、各構

成市町の消防団が行う夏季訓練などの各訓練時や、

自治会など自主防災組織で行われる防災訓練、事

業所が実施する消防訓練等に赴き、ＡＥＤの必要

性や救急車到着までの救命処置の重要性などにつ

いて説明を行っております。 

 本局が実施する主な応急手当講習は、講習時間

が８時間の上級救命講習、講習時間が３時間から

４時間の普通救命講習のⅠとⅡ、講習時間が３時

間以下の一般講習があります。 

 救命講習の内容としては、心肺蘇生法、止血処

置、気道異物除去法などを行っており、特にＡＥ

Ｄについては訓練人形を使用して、実技を中心と

した講習を行っております。 

 平成29年の主な救命講習実績につきましては、

普通救命講習を70回開催し、1,171名の方が受講

されました。また、一般講習は186回開催し、6,921

名の方が受講されております。 

 今後も救命講習において、ＡＥＤ取り扱いを含

めた指導を効果的に行い、住民への普及啓発を積

極的に行ってまいりたいと考えております。 

○野副芳昭議員 

 大きな公共施設等とか消防局、そこで数多くの

方が受講されてあるというふうなことで、受講さ

れる方は、やはり興味があったり必要不可欠の条

件のもとにおいて、やはり来られる方が多いと思

うんですね。しかし、やはり救急の場というのは、

さっきも言いましたように、いついかなるところ

で発生するかもわかりません。 

 それで、消防の中において、救急医療週間とい

うのが９月に多分入っておると思うんですよね。

その中において、ショッピングセンターで救急医

療週間に合わせて普通の一般の方、講習に来られ

た方以外の中でも講習をしたという事例が、この

広域消防の方がやっておられたという事例も聞い

ておりますので、ありとあらゆるところで、こう

いうような講習は行っておられるなというふうな

実感を得ました。 
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 ただ、やはりまだまだ普及率というか、周知徹

底というか、必要性というか、なかなかこれを実

際にやるというのはとても勇気が要るんですね。

私たちが幾ら一、二回の講習を受けても、実際そ

こに倒れた方がおられたときにできるかといった

ら、ちょっと疑問が起きるところもあるかなとい

うふうには感じます。 

 そこで、これも国の調査なんですが、ＡＥＤで

電気ショックを受けた患者の１カ月後の生存率を

書いてあるわけですね。 

 電気ショックを受けた方の１カ月の生存率、2005

年には26.1％ということ。2012年には41.4％に上

昇していると。いかにＡＥＤの使用によって患者

が生存されたというふうな結果も出ておるわけで

すね。 

 逆に、2012年の搬送数のうちにＡＥＤで電気

ショックを受けなかった人たちの１カ月後の生存

率が10.3％と、極端に少ないわけですね。やはり

ＡＥＤを使用された方の生存率はこれだけ高いと

いうふうなことの結果も出ておるわけですね。 

 そこら辺を踏まえまして、やはりいかにＡＥＤ

の必要性、また周知徹底というのが大切かなとい

うふうに感じております。 

 また、2013年に公共の場で心肺の異常で心肺停

止状態に陥って、その場におられた市民の方によ

る心肺蘇生、さっきも言われましたように、心

マッサージとか、ＡＥＤだけではなかなか蘇生が

できないものですから、やはり心マッサージとあ

わせた上でのＡＥＤの活用というふうなことが必

要不可欠というふうなこともお聞きしております。

だから、心マッサージとともにＡＥＤを使った電

気ショックで措置を受けた人は907人ということ

で、そのうち約半数は１カ月後に生存。半数です

よ、907人のうちの約半数は１カ月後に生存して、

そのうちの４割は社会復帰までできているという

ようなことなんですね。 

 しかし、その同じ状態で目撃をしたと。同じ状

態ですね、心肺停止のような状態で目撃された人

は、約２万5,000人おられて、そのうちでＡＥＤ

ショックが行われた割合が3.5％しかなかったと

いうふうなことが報じられておるわけです。 

 このように、ＡＥＤ等の救急における対応、効

果はあるのに使用率が少ないと、ここでも言われ

ているわけですね。 

 そこで、佐賀中部広域連合管内でのＡＥＤの使

用効果をどのように考えておられるのかお尋ねし

ます。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 議員の質問にお答えします。 

 平成27年から平成29年までの３年間に本局が出

動した救急事案で、救急隊が到着するまでに現場

に居合わせた人がＡＥＤを装着された事案が46件

ありまして、実際に電気ショックが行われた事案

は15件でした。そのうち４名の方が社会復帰され

ておりますので、奏功事例を２件ここで紹介させ

ていただきます。 

 １件目は、平成27年12月の事案で、ハンドボー

ルの試合中、急に意識消失し心肺停止となられた

方に対して、関係者によるＡＥＤを使用した心肺

蘇生法が実施されております。 

 ２件目は、平成28年５月の事案で、店舗内で突

然意識消失し、心肺停止となられた方に対して、

店舗従業員によるＡＥＤを使用した心肺蘇生法が

実施されたものです。 

 なお、この２件につきましては、いずれの案件

も救急の連携が功を奏し、傷病者の方が一命を取

りとめられ、社会復帰されたことから、新聞紙上

などでも大きく取り上げられ、本局からも感謝状

の贈呈を行っております。 

○野副芳昭議員 

 このＡＥＤの効果というのは、今、２事例挙げ

られましたけれども、やはり早急にすることに

よって一命を取りとめるというふうなことが考え

られるわけですね。その効果についてはしっかり

消防局のほうも認識をされてあるというふうに

思っておりますので、これからもしっかりした指

導と広報に努めていただきたいというふうに思い

ます。 

 最後になりますが、消防局長にお尋ねしたいと

いうふうに思います。 

 消防隊員の方が一、二回の救命講習というふう

なことで、救急措置の必要性、重要性を全て伝え
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るということには限界があるというふうに思うん

ですね。公共施設などの関係者には、ある程度の

ＡＥＤの必要性とか使用方法は御存じだというふ

うに思うんですね。公共施設の方たちは講習に来

られるでしょうから。知る機会も多いと思います、

そういうことで。 

 これからは、小学校とか中学校、高校等にどん

どん出向いていかれまして、この必要性、使用方

法ということを小学校の時点で指導していただけ

れば、その子供たちも将来的に大人になる、また、

中学、高校になったときでも、現場にいたときに

は役に立つときがきっと来ると思うんですね。そ

ういうふうに思いますけれども、また、ほかにも

小学生もしくは一般の方がどこにＡＥＤが置いて

あるのかと、設置場所等も把握しておられれば、

やっぱりいかなる、普通の道を通学路でもどこで

でも何か事故があったときに、どこにあるという

ことがわかれば、例えば、心肺蘇生をしながら、

心マッサージしながらＡＥＤを持ってきてくださ

いというようなことをすぐ伝えることができると

いうふうに思うんですよね、今のずっと内容の中

から言ってですよ。 

 だから、広域連合管内の中で、ＡＥＤの必要性、

周知徹底等を今の現状を踏まえながら、今後どの

ように消防局長は考えておられるのか、お尋ねし

たいというふうに思います。 

○中島英則消防局長 

 それではお答えします。 

 ＡＥＤの重要性につきましては、先ほどから副

局長が答弁しましたとおり、救急医学会において

も、発症から迅速に電気的除細動を行うほど効果

が高くなることが示されています。このことから

も、救急車が到着するまでの間に行う心肺蘇生法

とＡＥＤを使用した電気的除細動は、心肺停止に

陥るような不整脈には、大変有用であります。 

 現在、多くの人が出入りする場所や、公共施設

等ではＡＥＤが普及しておりますが、今後、さら

にＡＥＤが設置されるよう啓発していく必要を感

じております。 

 そのため、救命講習に参加される方々にＡＥＤ

の必要性を説明し、設置促進を図ってまいりたい

と考えております。 

 また、救急現場に居合わせる人、いわゆるバイ

スタンダーがＡＥＤを適切に使用できることが重

要なことであることから、一人でも多くの住民の

方へＡＥＤの設置場所や取り扱い方法について周

知していく必要があると考えております。 

 本局としましては、今後も住民の皆さんに、継

続的かつ効果的に応急手当の普及啓発を行い、救

命率と社会復帰率の向上に努めてまいりたいと考

えております。 

 以上です。 

○野副芳昭議員 

 ありがとうございました。消防局長の熱い心と

使命感というふうなことで、今後、中部広域連合

管内もしくは全国的に命のとうとさというふうな

ことがあると思いますので、ぜひ今後もそういう

ような覚悟で続けていっていただきたいというふ

うに思います。ありがとうございました。 

 続きまして、介護報酬の件について再質問させ

ていただきたいというふうに思います。 

 この介護報酬とは、介護事業所に支払われる費

用というふうなことで理解しておっていいのかな

というふうに思うんですね。 

 国がサービス内容ごとに公定価格を決めている

わけでありますが、一、二割を利用者が負担する

ということもあります。また、残りを国と自治体

の公費というふうなことで、40歳以上の方が支払

う保険料で賄うというふうなことですね。 

 介護報酬がアップするというふうなことになる

と、それによって配置職員の増加、サービスの向

上などが期待されるというふうなことがあります

けれども、それとは逆に、一方、利用者負担が値

上がりというふうなこと、また、税金及び今回の

介護報酬改定で介護保険料も高くなるというふう

なことも国民負担も増加するというふうなことで、

非常に難しいところなんですね。事業者がよけれ

ば個人の負担が高くなるというような形で、本当

に矛盾しているところもあるかなというふうに思

うんですが、これをやはりどうにかして解消して

いかなくちゃいかんというふうなことで、今回の

改定は、自立支援・重度化防止の推進に重点を置
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いているというふうなことなんですね。リハビリ

などへの加算を拡充し、利用率が高い大規模デイ

サービスや家事の代行といったお世話型サービス

は報酬を引き下げるというふうなことですね。訪

問介護で調理、掃除などを代行する生活援助サー

ビス等の見直しというふうなことにもつながって

おります。 

 厚生労働省は、専門性が高くないというふうな

判断から調理、掃除等は専門性が高くないとの判

断から、生活援助を担うヘルパーの研修時間を減

らして、宿泊要件を緩和して、シニア層などの参

入を促し、介護職以外に広げているというふうな

ことが言われております。 

 自立支援の中で成果を上げた通所介護事業者へ

の加算というのも新設されているみたいです。 

 介護報酬は重度者ほど高く設定されてあるわけ

ですね。支援により要介護度が改善すると、事業

者は減収になるため、いろんな対策が練られると

いうふうなことで、介護度が高ければ、それだけ

事業者に入ってくるお金が高いということですよ

ね。 

 それで、今回の介護報酬改定による介護サービ

ス利用者はどうなるのか、具体的に訪問介護、通

所介護、通所リハビリテーションなどのサービス

で改定内容を示してほしいというふうに思います。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 お尋ねの件につきまして、現在、社会保障審議

会介護給付費分科会におきまして審議されている

介護報酬改定案により答弁をさせていただきます。 

 初めに訪問介護ですが、自立支援・重度化防止

に資する訪問介護推進を強化する観点から、訪問

介護事業所の経営状態を踏まえた上で、身体介護

に重点を置くなど、身体介護、生活援助の報酬に

めり張りをつける改定となっております。 

 身体介護中心型の場合、20分未満は現行165単

位から変更はありませんが、20分以上30分未満は、

現行245単位が、改定後は248単位に、30分以上１

時間未満は、現行388単位が、改定後は394単位に、

１時間以上１時間30分未満は、現行564単位が、

改定後は574単位になります。 

 生活援助中心型の場合は、20分以上45分未満は、

現行183単位が、改定後は181単位に、45分以上は、

現行225単位が、改定後は223単位になります。 

 また、生活機能向上連携加算の拡充や、同一建

物等居住者にサービスを提供する場合の減算で、

建物の範囲等の見直しなどが行われています。 

 続きまして、通所介護の報酬改定について御説

明いたします。 

 通所介護の現行の基本報酬は、２時間ごとの設

定となっていますが、事業所のサービス提供時間

の実態を踏まえ、基本報酬のサービス提供時間区

分を１時間ごとに見直すことになっております。 

 また、通所介護の基本報酬は、地域密着型、通

常規模型、大規模型の１及び２といった事業所規

模に応じた設定とされておりますが、今回の改定

においては、規模別の経営状況等の実態を踏まえ、

規模ごとにメリハリをつけて見直しを行うことと

されております。 

 具体的な例を申し上げますと、要介護３の方が

通常規模型事業所を利用した場合、現行は、所要

時間が７時間以上９時間未満で898単位ですが、

改定後は、７時間以上８時間末満で883単位、８

時間以上９時間未満で898単位となります。 

 要介護３の方が大規模型事業所１を利用した場

合は、現行は、所要時間が７時間以上９時間未満

で883単位ですが、改定後は、７時間以上８時間

末満で844単位、８時間以上９時間末満で868単位

となります。 

 また、加算につきましては、自立支援・重度化

防止に資する介護を推進するため、生活機能向上

連携加算が新設されるなど、さまざまな観点から

改定が行われています。 

 続きまして、通所リハビリテーションの報酬改

定について御説明します。 

 通所リハビリテーションにつきましては、通所

介護の見直しを踏まえ、基本報酬やサービス提供

時間の区分が見直されております。 

 具体的な例を申し上げますと、要介護３の方が

通常規模型事業所を利用した場合、現行は、所要

時間が６時間以上８時間未満で1,022単位ですが、

改定後は、６時間以上７時間未満で924単位、７

時間以上８時間未満で988単位となります。 
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 要介護３の方が大規模型事業所１を利用した場

合、現行は、所要時間が６時間以上８時間未満で

1,007単位ですが、改定後は、６時間以上７時間

末満で902単位、７時間以上８時間末満で955単位

となります。 

 また、加算につきましても、リハビリテーショ

ンマネジメント加算の見直しや、人員体制に着目

したリハビリテーション提供体制加算の新設など、

さまざまな見直しが行われています。 

 そのほか、主な改定事項を申し上げますと、訪

問介護や通所介護、短期入所サービスなど多数の

サービスが対象となっております、介護職員処遇

改善加算の見直しが行われています。 

 その内容につきましては、現行の加算の区分は

１から５までの５区分となっておりますが、その

区分のうち加算率が低い４及び５の区分について

は、その区分の取得率や報酬体系の簡素化の観点

から、一定の経過措置期間後に、これらを廃止す

ることとされました。 

○野副芳昭議員 

 今の答弁の中にもありましたように、身体介護

のほうが上がるというふうなことで、いろんな改

定内容の中においては利用者に対するサービス等

が含まれるというふうなことで、上がったり下

がったりの中身によってはケアマネジャーのケア

プランの中において利用料が確定するのかなとい

うふうに思っております。 

 そこで、厚生労働省のほうなんですが、効率化

して制度を持続可能にしていく必要があることは

理解しておるんですが、事業者の経営が立ち行か

なくなっては元も子もないというふうに言ってお

ります。 

 介護現場の人手不足は依然として深刻というこ

とでありますが、介護現場の人手不足は事業者に

厳しくないのか。今回の介護報酬改定の影響で事

業所運営に支障が出て、介護職員の離職等に結び

つかないのか。佐賀中部広域連合管内での事業者

からの御意見等があったら、ちょっと言っても

らっていいでしょうか。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 介護報酬の改定につきましては、介護事業経営

実態調査により把握された各サービス施設、事業

所の経営状況などを基礎資料とし、各種関係団体

や有識者などから意見聴取を行いながら、社会保

障審議会介護給付費分科会において、利用者の状

況、事業者への影響、財政的負担など、あらゆる

角度から審議された結果に基づき、定められるも

のです。 

 今回の報酬改定も、国の審議過程を見る限り、

多様な検討がなされており、事業所の経営等を勘

案して、給付の適正化を図りながらも、質の高い

サービスを評価するなど、その経営を阻害するも

のとはなっていないものと考えています。 

 このため、報酬改定により、事業所の経営が悪

化し、事業所職員の処遇が悪くなることによる、

職員の離職による体制悪化などに直接結びつくこ

とはないと考えております。 

 また、今回の報酬改定を含む制度改正では、多

様な人材の確保と生産性の向上という観点からの

改定が行われています。 

 例えば、訪間介護の生活援助中心型サービスに

おいて、担い手が拡大されることが検討されてお

ります。これは、訪問介護事業所におけるさらな

る人材確保の必要性に対応するため、生活援助中

心型のサービスについては、人材のすそ野を広げ

て担い手を確保しつつ、質を確保するため、現在

の訪問介護員の要件である130時間以上の研修時

間を緩和した新たなカリキュラムによる研修を修

了した者が担うことが可能となります。 

 介護報酬や基準改正など制度全般において、介

護保険者であり、指定権限者である本広域連合と

しましては、種々の制度、その改定内容等を事業

者が適切に理解し、適切な運営につながるよう努

めていきます。 

 このためにも、制度改正に係る説明会や集団指

導の実施など、事業者への周知に努め、適切に、

そして十分な御理解をいただける手だてを実施し

ていきたいと考えております。 

○野副芳昭議員 

 事業者からの意見がなかなかはっきり聞き取れ

なかったんですが、事業者のほうからは、やっぱ

り人手不足が大変なんですよと。国は在宅を目指
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しているけれども、人手がいなければ事業所も成

り立っていかない、やめざるを得ないというふう

なことで、どうしても在宅に反するような形をと

らざるを得ないというふうなことも言っておられ

るわけですよね。この人手不足の解消というのも、

やっぱりこれから先はしっかり見ていっていただ

かなければいけないというふうに思うんですね。 

 そこで、千葉県内の２カ所の特別養護老人ホー

ムを運営する社会福祉法人で、人手不足で割高な

介護職の人材派遣も使わざるを得ない状況である

と。報酬引き上げはありがたいが、この程度じゃ

とても足りないと、がっかりしているというよう

なことも書いてありました。 

 この介護報酬改定の影響で、人手不足など事業

所運営に支障が出て、介護職員の処遇悪化、人員

体制の悪化につながり、ひいては利用者の提供に

支障がないか、そこら辺はどういうふうにお考え

なのかお尋ねします。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 重ねてとなりますが、介護報酬改定は、社会保

障審議会介護給付費分科会の審議過程におきまし

て、事業者の経営に支障等が生じないよう十分に

検討をされております。 

 このため、今回の介護報酬改定においても、そ

の趣旨や内容を事業者が適切に理解し、適切に運

営いただければ、利用者のサービス低下につなが

るような状況は発生しないものと考えております。 

 介護報酬や基準改正など制度全般において、介

護保険者であり、指定権限者である本広域連合と

しましては、種々の制度、その改定内容等を事業

者が適切に理解し、適切な運営につながるように

努めていきます。 

○野副芳昭議員 

 なかなか事業者の意見、気持ちが通じているよ

うで通じていないなというふうな感じも受けてお

るところなんですよね。 

 そこで、事務局長にちょっとお尋ねしたいとい

うふうに思います。 

 介護の必要な高齢者はこれからますますふえ続

けるというふうに思うんですね。2025年には約38

万人の介護人材が不足するというふうに推計され

ております。 

 政府は、今回の改定とは別に2019年10月に介護

報酬を臨時改定し、勤務10年以上の介護福祉士の

月給を８万円引き上げるという方針も決めている

というようなことも言っております。それに伴っ

て国民負担などの費用等は適切に考えてあるのか

というふうなこともあるんですが、今回の介護報

酬改定、基準の改正等により、人員体制などの事

業所運営の悪化につながるのじゃないかなという

ふうに思うんですけれども、佐賀中部広域連合管

内での情勢を踏まえられまして、事務局長は今後、

佐賀中部広域連合の介護保険制度をどのように推

し進めていこうと考えてあるのかお尋ねしたいと

いうふうに思います。 

○岩橋隆一郎事務局長 

 それでは、御質問にお答えしたいと思います。 

 介護報酬改定や制度改正につきましては、利用

者や事業者に大変大きな影響を及ぼすものだと考

えております。介護保険者である中部広域連合が、

その改正内容等を十分に把握するだけではなく、

利用者、事業者等に丁寧に説明し御理解をいただ

けるよう、周知に努めてまいることが、介護保険

者としての役割の一つだと考えております。 

 まず、今回の制度改正につきましては、既に公

表されておりますので、丁寧な周知を行いながら、

適切な制度運営に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 また、議員のお話にありました、国のほうで処

遇改善の新たな取り組みが方針として出されてい

るということでありますが、この具体的な内容に

つきましては、これから社会保障審議会等で審議

されながら、より細かな部分に関しまして国のほ

うから示されてくるものだと思います。このよう

な情報につきましては、適切に事業者のほうにお

伝えしていきたいと考えております。 

 介護保険制度は、適切なサービスを提供してい

ただく事業者があってこその制度だと思っており

ます。このため、事業者が適切な運営を行えるよ

うに、介護保険者としては、より丁寧な事業者育

成・指導に努めてまいる所存でございます。 

 事業者や利用者に保険給付としての介護サービ
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スの目的や内容を十分に理解していただき、介護

サービスの適切な利用につなげることが、介護保

険制度の健全な運営につながるものだと考えてお

ります。このためにも、可能な限り適切かつ公正

な事務の執行に努め、十分な事業の実施に努めて

まいりたいと考えているところでございます。 

 以上です。 

○中山重俊議員 

 佐賀市の中山重俊です。通告しております、佐

賀県消防防災ヘリコプターの導入について質問を

いたします。 

 平成23年３月11日の東日本大震災以降も、熊本

地震や、昨年７月の九州北部豪雨、福岡・大分を

中心とする豪雨災害など、全国各地で大災害が起

こっております。そのような大災害に対して配備

が求められているのが消防防災ヘリコプターであ

ります。 

 全国では、佐賀県と沖縄県だけが消防防災ヘリ

コプターが配備されていないということについて

は、皆さんも御承知のことと思います。消防防災

ヘリの導入については、県内10市10町の合意が行

われた結果、平成29年２月10日に開催されたＧＭ

21ミーティングの場で導入が決定されたものであ

ります。 

 佐賀県は、その結果、平成32年度に消防防災ヘ

リの配備、運航予定と言われておりますが、今、

平成30年度に入っていくその中で、改めて、まず

総括的には、防災ヘリの必要性について述べてい

ただきたいと思います。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 それでは、佐賀県消防防災ヘリの必要性につい

て答弁いたします。 

 平成28年の熊本地震や昨年発生しました九州北

部豪雨など、大規模な災害に出動した消防防災ヘ

リの活躍は目覚ましく、被害の情報収集はもとよ

り、人命救助、救急搬送及び救援物資の輸送など、

消防防災ヘリの機動性を生かしたさまざまな活動

を展開し、多大な効果を上げたことは周知のとお

りです。 

 本県においてはドクターヘリが先行して導入さ

れておりますが、救急現場にドクターを投入した

り、医療機関へ傷病者を搬送するなど、救命救急

に特化したもので、活動に際しては着陸場所の確

保が不可欠となります。 

 一方、消防防災ヘリにつきましては、上空から

大量の水を散布する機能を初め、山岳等の着陸不

可能な特殊な災害現場において、傷病者をつり上

げて機内に収容する機能、現場状況の映像を送信

する機能などを備え、着陸することなくホバリン

グしながら、消火、救急、救助、情報収集など消

防防災業務全般にわたる活動を行うことが出来ま

す。 

 大規模災害などの発生や急速な社会生活環境の

変化に伴い、災害対応能力のさらなる迅速性、機

動性、トータル被害の軽減や傷病者の適切な搬送

が求められる中、消防防災ヘリの導入は不可欠で

あると考えております。 

○中山重俊議員 

 そういう形で消防防災ヘリの導入が不可欠だと

いうことで導入予定と。 

 平成32年度ということで、あと２年あるわけで

すけれども、平成32年度配備予定でありますけれ

ども、今、防災ヘリ配備についての進捗状況とい

うか、例えば、作業部会等も行われているようで

ございますけれども、その進捗状況についてお答

えいただきたいと思います。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 それでは、質問にお答えします。 

 佐賀県消防防災ヘリの導入につきましては、先

ほど議員おっしゃられたとおり、平成29年２月の

ＧＭ21ミーティングにおいて、佐賀県知事と県内

20市町の首長が、導入の方針について合意されま

した。 

 これを受けまして、佐賀県航空消防防災体制整

備検討委員会が設置されまして、運航体制、運航

基地、人員体制、ヘリの機種選定などについての

検討が進められております。 

 現在までに２回の検討委員会と４回の作業部会

が開催され、機種の選定を初め、運航方法、パイ

ロット及び航空隊員の人数などについて議論がな

されているところであります。 

○中山重俊議員 
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 今答弁いただきましたように、そういう状況だ

というふうに理解したわけですけれども、関係20

市町や各消防本部などとの連携、協力については、

現在どのような状況にあるのかお答えいただきた

いと思います。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 関係機関との連携や協力についてお答えいたし

ます。 

 消防防災ヘリ導入に関する、県、市町及び消防

本部の役割について御説明いたします。 

 消防組織法第30条には、「都道府県は、その区

域内の市町村の長の要請に応じ、航空機を用いて、

当該市町村の消防を支援する事が出来る。」と定

められております。 

 この規定に基づいて、消防防災ヘリを導入する

場合は、県と市町が消防防災航空体制の整備に関

する協定を結ぶ必要があります。 

 このことから、消防防災ヘリの導入に際しまし

ては、県と市町において消防防災ヘリの運航経費

を負担することとなります。 

 検討委員会では、その経費についても検討され

ておりまして、県が負担する経費につきましては、

消防防災ヘリの導入経費、運航基地の整備費、パ

イロット及びヘリの整備を含む運航委託経費と

なっております。 

 消防本部の役割につきましては、防災航空隊に

航空隊員を派遣することとなっております。 

 市町が負担する経費につきましては、県内消防

本部から派遣される航空隊員の人件費となってお

り、直接県のほうに支払っていただくことになっ

ております。 

○中山重俊議員 

 一般質問の中で、例えば、導入に向けた諸課題。

例えば、先ほども機種の選定とか等も言われまし

た。それから、隊員の訓練や養成などについても

あったかと思いますけれども、そのことも含めま

して、私、いただいた資料を見てみますと、平成

29年３月に長野県の消防防災ヘリが訓練フライト

中に墜落をして、乗員９名全員が死亡するという

痛ましい事態も発生しているわけで、そういう一

つをとってみましても、今から導入されるに当

たってのそういう訓練とか体制とか、そういうこ

とが非常に大事じゃないかなと思っているところ

です。 

 きょうは平成32年度の中間的な答弁ということ

でお答えを引き受けておりますけれども、そうい

う点での今後、そういうふうな形、例えば、今言

いましたように、機種の選定、あるいはまた隊員

の訓練、養成、ここら辺などについても十分に研

究、検討していただいて進めていただきたいなと

いうふうに思っておるわけですが、そこら辺につ

いて、どうなっているかお答えいただきたいと思

います。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 防災ヘリの導入に向けた諸課題についてお答え

したいと思います。 

 現在、検討委員会で議論されています主な課題

につきましては、先ほども議員がおっしゃられま

したように、航空隊員の人員に関することだった

りとか、機種の選定に関することだったりとか、

航空隊員の養成に関すること、これがメーンの３

点というようなことになっております。 

 まず、消防本部から派遣する航空隊員の人員は、

全国的に見ましても８名から10名体制で運航され

ている防災航空隊が多く、県の調査結果では、８

名以下で運航する航空隊の６割から、勤務シフト

に余裕がなく、人員不足を感じているとの回答が

なされております。 

 航空隊員の特殊な勤務を考えますと、労務管理

が安全管理に直結しますことから、人員体制につ

いては慎重な議論が必要ではないかとされていま

す。 

 次に、消防防災ヘリの機種の選定については、

機体が高額であること、また、ほとんどが外国製

であるなど、調達に際しては厳しい制約を受ける

こととなっております。 

 佐賀県の地理的特性を考慮することはもとより、

現在、全国で運航しています消防防災ヘリの運航

体制、運航方法、整備体制、運航停止実績などを

十分検証しながら選定する必要があるとされてい

ます。 

 最後に、航空隊員の養成につきましては、機体
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納入前から基礎教育訓練を開始して、運行開始ま

でに３カ月から４カ月間の基本教育訓練を受ける

こととなり、運航開始後も年間を通じて各種訓練

を実施する必要がありますことから、航空隊員の

資格要件についても十分に検討する必要があると

されています。 

 今後の消防防災ヘリ導入に係るスケジュールに

つきましては、あと一、二回ほどの作業部会を経

まして、第３回検討委員会が開催されるとともに、

委員会報告書が策定されまして、航空消防防災体

制整備方針が決定されることとなっております。 

○山下明子議員 

 佐賀市の山下明子でございます。通告しており

ます３項目に沿って質問をさせていただきますが、

午前中の議案質疑のときに私も申し述べるべき

だったかなと思いますけれども、先ほどから白倉

議員、そして野副議員からもありましたように、

２月５日の夕方に神埼市千代田町で目達原駐屯地

第３対戦車ヘリ部隊所属のＡＨ64Ｄ、通称アパッ

チが民家に墜落するという、あってはならない事

故が起きました。搭乗操作しておられた２名の自

衛隊員の方が亡くなられたことには、本当に哀悼

の意を捧げますとともに、奇跡的に逃げおおせた

女子小学生やその御家族に、心からお見舞いを申

し上げます。 

 私も現場に足を運び、墜落した民家の回りの住

宅地や幼稚園、小学校など、どこに落ちても不思

議ではなかった状況や、また、今も捜索の範囲を

広げながら、日々機体の回収の探索に従事されて

いる自衛隊員の方の御苦労を見るにつけ、本当に

皆様への近隣や自治体の皆様へのケアが大切に思

われますし、事故の全容解明が一日も早くなされ

るようにと願っております。 

 そういう中で、本当に広域連合として安心して

暮らしていける、介護も、また、消防の問題も目

を向けていきたいと思いながらの３項目でござい

ます。 

 まず第１点ですが、これは地域包括ケアシステ

ムの深化・推進ということが第７期の事業計画で

は大きく位置づけられております。言葉としては、

「地域包括ケアシステムの深化・推進」というふ

うになっているんですが、結局それはどういうこ

となんだろうかと。最初の午前中の白倉議員の質

問に対する答弁を聞いておりましても、きっと住

民の方たちはあまりぴんとこないんだろうなとい

うふうに考えざるを得ませんでした。 

 昨年の７月に改選前の広域連合の介護委員会で

和光市を視察いたしました折に、和光市の場合は

特に介護予防によるところに力を入れているとい

うことと、地域でいかに担っていくのかというこ

とで、住まいや住宅の問題、それから、24時間の

見守りの体制の問題、それから、介護になる前に

いかに力を入れるかということでの目標を持って、

重度化をさせない取り組みですとかいろんなこと

で、そもそも認定者数が余り伸びていない状態な

どの説明を聞きまして、今まで和光方式というと、

何か認定切りしているんではないかというマイナ

スのイメージを持っていたのが、現実に説明を聞

く中で、取り組みようによっては、本当に介護を

地域で住みなれたところで安心して暮らすための

介護を展開することができるのかもしれないとい

う希望も抱いたわけです。 

 佐賀中部広域連合も、住みなれた地域で安心し

て暮らすことができるようにということを標榜し

ている中で、この第７期計画の概要を聞いたわけ

ですが、例えば、年間に600人程度の認定者がふ

える見込みが例年どおりということで並べてあり

ましたり、そうかといって、地域に戻したときに

それを担う担い手が本当にあるのだろうか、担う

事業所があるのだろうかというところで、具体的

なところがやっぱり見えてこないというのが、残

念ながら今の実情のように思えるのですが、もう

一度改めて、地域包括ケアシステムの深化・推進

ということについて、第７期では実際にどのよう

に対応していかれるのかお聞かせください。 

 ２つ目に、介護の制度を担う人々の確保と育成

についてということで、これも先ほどの野副議員

の質問と重なる部分がございますが、私もこの介

護事業計画の策定委員会を傍聴する中で、特にこ

の計画策定を決定した最終の１月24日もお聞きし

ていまして、特に事業所の代表の方から本当に切

実な声が出ておりましたのが印象的でした。 
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 それは、24時間の定期的な巡回は本当に可能な

のか、今、小城で１カ所あり、次の段階で佐賀市

ができるけれども、本当にこれが担っていけるの

か。それから、人材が本当に少なくて、自分たち

がやろうとしていても、人がいないのでサービス

が展開できないということになって、ひいては利

用者の負担といいますか、利用者が利用できなく

なってしまうのではないか、そこら辺を連合とし

ては本当にどう考えているんですかといった厳し

いやりとりがあっていたのを私も聞いております。

ですから、連合の方たちも当然聞いているわけな

ので、本当は野副議員の質問に対してもそういう

ところをきちんと答えるべきだったんではないか

と思うんですが、生の声がなかなかこの議場の中

でやりとりができないというのが非常にもどかし

い思いがしております。 

 私も介護職員の確保に関して、この策定委員会

で上がった事業者の方たちの切実な不安と心配の

声に対してどう考えておられるのかというところ

を、改めてこの場でお聞きしたいと思っておりま

すので、２項目めは、総括でその考え方について

改めて伺いたいと思います。 

 そして、３項目め、玄海原発再稼働の動きが迫

るもとでということで、佐賀広域消防局としての

原子力防災に関する考え方を伺いたいと思います。 

 ことしの３月、そして５月に玄海原子力発電所

の３号機、４号機が再稼働するという動きが今

着々と進められようとしております 

 いろいろ心配なことはあるのですが、私も所属

する佐賀市議会の中で、自治体としての防災対策、

原子力災害対策をもっときちっとつくらなくては

いけないのではないかという提起をしたりもして

まいりました。ただ、一方で、放射能の影響とい

うのは広範囲にもわたりますし、それから、広域

消防としても何らかの動きをしていかなくてはい

けないということも当然あると思います。 

 昨年の12月に、この（冊子を示す）原子力防災

の手引きという県のハンドブックが県下全戸に配

布をされているわけなんですが、中を見ると、30

キロ圏内の方たちはこうしなさいということが

はっきり書かれているわけですが、原発から30キ

ロより外の佐賀市などのようなところは、じゃ、

私たちはどうしたらいいのかなというのが全くわ

からないわけですね。本当はそれを自治体ごとに

つくってほしいという思いが私としてはあるわけ

です。 

 例えば、これは佐賀市の市議会でも示しました

が、兵庫県の篠山市では、篠山市として原発災害

に対して備えましょうと、原発から50キロ以上離

れた自治体ではありますが、自分たちでこのよう

に（冊子を示す）市民に対する啓発の冊子をつく

り、どのようにやっていったらいいのかというこ

とを非常にわかりやすい言葉でつくっているとい

う取り組みもあります。 

 そういうことを考えたときに、30キロより外の

市民、そこに暮らす住民が全くわからない中で、

どうしていったらいいのか。そして、広域連合、

広域消防という大きな圏内で動く方々がどのよう

に考えておられるのかというところを改めて今の

時点でお聞きしたいと思いまして、質問に上げた

わけですが、この原子力防災に関する明確な方針

というものを、まず佐賀広域消防局は持っておい

でになるのか。そして、構成市町や他の地域です

ね、唐津方面ですとか杵島とかいろんなところの

広域の消防がございますが、そういうところとの

含めた連携の考えというものがおありになるのか

どうかについて、まずお答えいただきたいと思い

ます。 

 以上、総括を終わります。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 質問が介護のほうで２つございますので、まず

地域包括ケアシステムについてお答えします。 

 地域包括ケアシステムは、介護保険制度におい

て重要な課題として位置づけられており、各地域

の実情に応じて構築していく必要があります。 

 このため、第６期におきましては、在宅医療・

介護連携推進事業や、生活支援体制整備事業、認

知症総合支援事業など新たに包括的支援事業に位

置づけられるなど、地域包括ケアシステムの構築

に向けた地域支援事業の大幅な見直しが行われま

した。 

 本広域連合では、構成市町と協議、検討を重ね、
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地域の実情に応じた仕組みづくりが必要な事業に

つきましては、構成市町において実施することと

いたしました。 

 このことから、在宅医療と介護の連携や、生活

支援の体制整備、認知症施策の推進に係る新規３

事業につきましては、構成市町に委託し、構成市

町ごとに事業構築を目指すこととしました。 

 平成28年度から構成市町において、人的体制の

整備、郡市医師会等の関係機関との協議、また試

行的な事業開始など、事業構築に向けた準備を開

始しました。 

 この新規３事業につきましては、平成29年度中

には全ての事業の体制の整備を図ることとしてい

ます。 

 第７期におきましては、2025年を目指し、地域

包括ケアシステムを各地域の実情に応じて深化・

推進していくことが求められております。 

 そのため、在宅医療・介護の連携や生活支援の

体制整備など、第６期中に構成市町において体制

を整備した事業の中身を充実していく必要があり

ます。 

 また、従来から介護予防事業等において推進し

てきた介護予防や自立支援等に資する取り組みに

つきましても、構成市町におけるそれぞれの取り

組みをさらに推進していく必要があります。 

 そこには、構成市町の規模、福祉政策の基盤や

地域資源等の違いや、地域の関係機関等との協議、

検討を行い積み上げてきた内容も異なるという背

景があります。 

 そのため、構成市町ごとに、それぞれの手法に

よって充実していくことになり、その内容につき

ましても構成市町の地域性などの特色が出るもの

と考えております。 

 本広域連合としましても、その特色が高齢者の

皆様に不公平感や不利益につながらないよう、構

成市町における事業構築に向けた進捗状況など、

構成市町間の情報の共有や調整等を図りながら、

その支援に努めていきたいと考えております。 

 次に、介護人材の確保につきましてお答えいた

します。 

 介護人材の確保は、安定的な介護サービスの提

供のためには必要不可欠なものと考えております。 

 本広域連合における状況としても、資格が必要

な職員が確保できない、配置できないということ

から、事業所の運営が休止や廃止となる状況もあ

り、必ずしも全ての事業所で人材の確保について

満足しているものではないと考えております。 

 ただし、この状況が個々の事業所運営の問題で

もありますので、佐賀中部広域連合域内で人員が

慢性的に欠如しているということにつながるもの

ではないと思います。事業所を運営する法人から、

人員の確保には苦慮しているという声は聞きます

ので、決して安心できる状況ではないと考えてお

ります。 

 佐賀中部広域連合域内で、現時点では、サービ

ス事業所の不足により介護サービスの提供に影響

を及ぼすといった状況には陥っていませんが、人

員確保の課題は、対応すべき課題と認識しており

ます。 

 国においても、少子高齢化の進展により、介護

を必要とする人が増大する一方で、その支え手が

減少することが見込まれており、将来的に介護分

野での人材の確保が厳しくなると見込んでいます。 

 また、誰もが活躍できる一億総活躍社会を実現

するため、介護離職ゼロなどの目標を掲げて、介

護離職の解消のため新たなサービス基盤の整備を

計画しており、その対応のため介護人材の確保も

必須となっています。 

 このような状況から、厚生労働省だけでなく、

政府全体として、介護人材の安定的な確保が重要

な課題とされ、その対応が計画されています。 

 現在、介護人材の確保については、全般的な施

策は、国や県が広域的に、また、横断的に実施す

る施策として位置づけられています。 

 ただ、本広域連合としても人材の確保に取り組

むことは重要な課題であり、取り組むべきものと

認識していますので、その対応を予定しておりま

す。 

 まず、国や県が実施する介護の仕事の魅力の向

上、多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通

じた労働負担の軽減を柱とする総合的な取り組み

に対して、積極的な協力・連携を行います。 
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 また、介護保険者として独自に取り組むことが

できる、職員の介護職からの離職防止に対応する

こととしております。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 それでは、議員の佐賀広域消防局として原子力

防災に関する明確な方針はあるのか、ないのかと

いうことと、構成市町、他地域との連携について

お答えしたいと思います。 

 玄海原子力発電所で事故が発生した場合、県の

地域防災計画に基づき情報伝達がされることにな

りますが、本局としましては、構成市町に及ぶ被

害状況についての把握に努めることになると考え

ております。 

 活動を行う上で、原子力防災に関する明確な方

針というものは定めておりませんが、本局の災害

防御活動指針において、消防庁が示します原子力

施設等における消防活動対策マニュアルに基づき

活動することとしております。 

 また、災害対応に必要な知識を習熟させるため、

国の機関であります消防大学校のＮＢＣコース、

佐賀県消防学校の特殊災害科等の各種研修に職員

を派遣しております。 

 構成市町との連携につきましては、それぞれの

市町の地域防災計画に基づく要請に適切に対応で

きるよう連携していきたいと考えております。 

○山下明子議員 

 それでは、一問一答に移りたいと思います。 

 まず、地域包括ケアシステムに関しては、結局

今まで言われたことをおっしゃっていただいたん

だなと思いながら、じゃ、具体的にどうなんです

かというところをもう少し聞いていきたいのです

が、第７期の事業計画の方向性についてという中

で、自立支援、介護予防・重度化防止に力を入れ

ていくというふうに書かれております。 

 先ほどちょっと紹介しました和光市での取り組

みなどが本当に重度化を防止するという介護に

入ってからの部分と、それから、介護になる手前

の部分、介護予防という部分とで非常に力の入れ

ぐあいが、自分が何々できるようになりたいとい

う自立性といいますか、自発的な気持ちを持つこ

とによって、いろんなリハビリにしろ介護予防に

しろ、非常にスムーズにいくようにセッティング

されていく様子などを説明をお聞きしまして、単

に予防ですよ、体操ですよというレベルの話では

なく、きちっと個別にプログラムを持ちながら、

きちんと予防重視、それから、重度化を防止して

いくということがされているのを学んできたつも

りなんですが、そういうことも含めて、結局、今

回の広域連合での自立支援、介護予防・重度化防

止ということの具体的な取り組みというのはどの

ように考えておられるのでしょうか。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 自立支援、介護予防・重度化防止についてお答

えいたします。 

 介護保険制度は、高齢者がその有する能力に応

じ、自立した日常生活を営むことができるように

支援することや、要介護状態または要支援状態と

なることの予防または要介護状態等の軽減もしく

は悪化の防止を理念としております。 

 本広域連合では、地域支援事業の創設時から、

介護予防事業など地域の特性が大きく求められ、

地域資源の活用や個々の高齢者の状況把握が必要

な事業については、構成市町による実施としてき

ました。 

 第７期における地域支援事業につきましても、

従来からの広域連合と構成市町との役割の考え方

を踏襲し、介護予防や自立支援等の推進に向けた

取り組みを充実していきたいと考えております。 

 具体的には、第６期に引き続き、構成市町が実

施主体となる運動教室、体操教室など高齢者が要

介護状態となることを予防するための事業をさら

に充実していきます。 

 また、教室終了後の自主的な活動グループの支

援や、高齢者ふれあいサロン事業など、住民主体

による通いの場づくりなどを構成市町において重

点的に推進をしていきます。 

 地域活動組織の育成・支援、ボランティアや支

援者の人材育成などについても、引き続き構成市

町の実情に応じた取り組みを推進していきます。 

 本広域連合といたしましては、構成市町が実施

する介護予防や自立支援等に向けた取り組みがさ

らに充実していくように、その支援に努めていき
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たいと考えております。 

○山下明子議員 

 この点でも、策定委員会のときの傍聴をする中

で、これは公募委員の方からの発言だったんです

が、例えば、自主グループ化の推進だとか書かれ

ていることについて、自分たちも健康予防教室を

やったりサロンを取り組んでいるけれども、要す

るに卒業後のサロンのことなんだろうと思います

けれども、そういうときに、元気アップ体操など

がきちんとやれていないと、かえって体に余りよ

くないんじゃないかという話も聞いたりするので、

もっと適切な指導、援助をしてもらえるようなと

ころで広域連合としてのサポートをもっとやって

ほしいんだというような御発言があったと思いま

す。それは聞いておられた方は覚えておいでと思

いますが。 

 そういうのは一つの例だとは思いますが、要す

るに、市町の取り組み、それから、今度は市町の

中でも各地域の取り組みがいろいろ広がって網の

目のようになっていくのが望ましいと思いますけ

れども、そこに対する広域連合としては、結局ど

ういうサポートをしてくれるんだろうかというの

が現場のほうからはなかなか見えない思いが、そ

の発言にはにじんでいたなというふうに思います

し、何か情報共有していきますよというだけで済

むのだろうかなという、ちょっと歯がゆい思いも

あるんですね。 

 ですから、ここの点での広域連合としては具体

的にどのようなサポートをしていく考えなのかを

お示しいただきたいと思います。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 ただいまの質問につきまして、直接的な支援に

つきましては、本広域連合では、構成市町が実施

するそれぞれの取り組みにつきまして、構成市町

間での情報共有や協議の場づくりなどに努めてき

たところでございます。 

 また、間接的な支援といたしまして、介護予防

講演会やマスコミを活用した介護予防の普及啓発

など、スケールメリットが得られる事業につきま

しては、本広域連合が直接実施をいたしておりま

す。 

 そして、高齢者がボランティア活動を通じて地

域貢献することで、活動する高齢者自身が介護予

防を推進する事業である介護支援ボランティアポ

イント事業など、広域的に実施した方がより効率

的な事業につきましても、本広域連合が実施をし

ております。 

 また、各地域包括支援センターが主催する地域

ケア会議において検討する個別ケースには、自立

支援に関する個別課題も多く含まれ、その課題解

決には、リハビリテーションなどの専門的視点か

らの意見が必要との構成市町からの意見もござい

ました。 

 そのため、平成29年度から、佐賀県作業療法士

会など専門職能団体の御協力をいただき、リハビ

リテーション等の専門職をアドバイザーとして地

域ケア会議に必要に応じて派遣する事業を開始し

ました。 

 専門職のアドバイスをケアマネジャーが共有し

ていくことで、自立支援に資するケアマネジメン

ト実践力の向上にも寄与していくものと考えてお

ります。 

 本広域連合といたしましては、今後も、構成市

町が実施する事業へのさらなる支援が必要とされ

る場合は、その支援に努めていきたいと考えてお

ります。 

○山下明子議員 

 広域連合としてやれる中身を今、述べていただ

きまして、例えば、最後に言われていた地域ケア

会議への専門職の方たちを派遣するなどは、やっ

ぱりそれぞれの地域ケア会議から個別に交渉する

よりも、そちらから言ってもらったほうが動きや

すいということもあるということで、そういうこ

とは本当に必要だとは思いますので、ぜひやって

いただきたいんですが、私はここで和光市の宣伝

をするつもりでは全然ないわけなんですが、何で

和光市が言っていることがそうなんだなと思った

かといいますと、和光市では地域ケアシステムを

実践するにおいて、マクロの計画策定とミクロの

ケアマネジメント支援というのがぐっと座ってい

まして、地域ケア会議の中では本当に個別のこと

がきちっと話し合われていくという姿が大変見え
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たんですね。それが中部広域連合の場合は、地域

包括支援センターが大体旧自治体レベルであった

り、あるいは中学校レベルというぐらいの置き方

なので、どこまで手のひらに乗っていくのだろう

かとか、それから、その担い手づくりに関しても、

どこまで区域がちゃんといくのだろうかって、そ

れを広域連合としてちゃんとどこまでつかんでも

らえるんだろうかっていう、そこら辺が非常に心

配でもあり気になるところなんですね。 

 これは多分、白倉議員が質問されたときも、広

域連合でやっていることと市が直接介護に取り組

んでいるところとの差ということを言われていた

のと同じ意味だと思います。和光市の場合は単独

でされているからできることだという言い方もあ

るかもしれませんが、ただ、国が定めた地域包括

ケアシステムをやるという中では、住民としては

一緒なので、本当に住民が安心して委ねていける

ような体制や情報の共有であったりいろんなこと

を、本当にそこは保険者としての広域連合がしっ

かりと意識をしていただきたいなということを切

に願います。 

 この点についての最後なんですが、生活支援体

制の整備ということについてお尋ねしたいんです

けれども、これは単身または夫婦のみの高齢者世

帯、認知症の人の増加に対し、日常生活上の支援

が必要な高齢者が住みなれた地域で安心して在宅

生活を継続していくために、生活支援コーディ

ネーターの活用等を通じ、生活支援、介護予防

サービスを担う事業主体の支援、協働体制の充

実・強化を図るとともに、関係市町の一般福祉施

策ともあわせた体制の推進を行いますというふう

に書かれているんですが、この生活支援の基盤整

備というのは果たしてどこまでできているんだろ

うかというところが、またここも不安になるわけ

なんですが、ここに関しての具体的な取り組み状

況をお示しください。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 生活支援体制整備事業ですが、この事業は、２

つの取り組みから成っております。 

 １つ目の取り組みは、生活支援コーディネー

ターの配置です。 

 この生活支援コーディネーターは、地域におけ

る生活支援等サービスの提供体制を構築するため

に、地域に不足するサービスの創設や、サービス

の担い手の養成、関係者間の情報共有や連携の体

制づくり、地域の支援ニーズとサービス提供主体

の活動とのマッチングなどが、その活動内容とさ

れております。 

 本広域連合では、第６期は、平成28年度から構

成市町に委託し、構成市町において第１層生活支

援コーディネーターを配置し、その運用を行って

おります。 

 また、平成29年度からは、民間法人が設置する

地域包括支援センターに第２層生活支援コーディ

ネーターを配置し、その活動等の統括は構成市町

が担っております。 

 ２つ目の取り組みは協議体の設置です。 

 協議体は、地域においてさまざまな生活支援等

のサービスを提供する団体等が、定期的な情報共

有や連携強化を行う場であり、生活支援に関する

地域づくりの意識統一を図る場となります。 

 その主な役割は、コーディネーターの組織的な

補完や、地域ニーズ、既存の地域資源の把握です。 

 広域連合における第１層は、市町村単位とされ

ております。そのため、本広域連合では、構成市

町ごとに１層の協議体を立ち上げることとし、構

成市町において、その立ち上げのために関係機関

等との協議、検討を行い、協議が整った構成市町

から第１層協議体を設置しております。 

 このように、構成市町において、人的体制の整

備や関係機関との協議など事業の体制整備を図っ

ているところです。 

 そして、現状の取り組みとしては、まずは、生

活支援体制整備事業について住民への周知・啓発、

また、地縁組織や関係団体への働きかけ等を行う

とともに、地域ニーズや既存の地域資源の把握に

努めている段階です。 

 構成市町によっては、住民向けの勉強会や講演

会等を実施しているところもあります。 

 第６期では、事業構築に向けた体制の整備を行

いましたが、第７期では、2025年を見据えて、第

１層の構成市町圏域や、第２層の日常生活圏域に
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おける生活支援等サービスの充実に向けた取り組

みを充実していく必要があると考えております。 

○山下明子議員 

 今走り出しているところという感じを受けてお

りますが、まさに住民も今から始まることで、私

たちは何ができるんだろうかとか、私たちは何を

委ねていいんだろうかというところが、まさに今、

手探り状態になっていくのかなという感じを持っ

ているんですよ。 

 ですから、今述べられた中のより具体的なケー

スなどを、いい取り組みですとか、励ましていけ

るような中身ですとか、あるいは教訓にすべきよ

うな中身というのは、ぜひ構成自治体の住民にも

わかるような形で発信していっていただきながら、

ああ、こういうことなら自分たちもできるかもし

れないとか、そういう具体的なヒントがつかめる

ような、そういう情報提供もしていただきたいと

いうふうに思います。 

 これに関しては、まだ本当に今後の部分という

のがありますので、また改めて取り組みの状況に

ついてはお聞きしたいと思います。 

 それでは、２点目の人材確保に関して伺います。 

 これに関しては、国、県の取り組みということ

と同時に、広域連合としては、保険者としては、

介護職からの離職防止の取り組みということが最

後に述べられたと思いますね。 

 それでは、介護人材の確保に関して具体的にど

のような取り組みをされているのかお答えいただ

きたいと思います。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 この課題に対応するために、本広域連合としま

しては、介護サービス事業者に対する処遇改善加

算制度の活用の促進に取り組んでおります。 

 介護職員処遇改善加算は、介護職員の安定的な

処遇改善を図るための環境整備とともに、介護職

員の賃金改善に充てることを目的とした加算であ

ります。 

 現在の加算の区分は１から５までの５区分で、

最上位の区分で介護職員１人当たり月額3.7万円

相当の加算が受けられることとなっています。 

 この加算制度の活用が進むことで、賃金アップ

に直結するほか、介護職員の定着に資する人事給

与制度の構築や職場環境の改善が図られるものと

なっております。 

 そのために、介護サービス事業所に対しまして、

加算の新規取得や、より上位の加算区分への取得

について、集団指導や実地指導の実施の周知を行

い、また、個別の事業所からの加算取得に関する

相談に応じるための体制を整え、事務手続等の助

言を行っております。 

 また、介護サービス事業所やその従業者からの

さまざまな相談に対応するための窓口を設置して、

問題解決に向けた助言や指導を行っております。 

 それらの助言や指導により、介護サービス事業

所の適切な運営を促し、その結果、事業所で働く

職員の処遇が安定することとなり、離職の防止に

つながるものと考えております。 

 そのほか、介護サービス事業所や医療、介護関

係団体等との連携、協力体制の構築にも努めてお

ります。 

 それぞれの事業者や団体が円滑に連携、協力す

ることによって、適切な役割分担のもとでサービ

スを行えるようになり、これまで抱えていた事業

所や職員の負担が軽減されて働きやすい環境とな

り、離職の防止に寄与することになると考えてお

ります。 

○山下明子議員 

 それでは、２回目なんですが、今言われたこと

に関して、特に処遇改善加算制度はこの前からも

ありながら、そして今回また取り組まれるという

ことで、今まで行われてきたことも含めて、その

取り組みの効果というのがどうなっているかとい

うことをきちんと把握されているのかどうか。そ

こについてはいかがでしょうか。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 本広域連合が行っている介護人材確保の取り組

みのうち、処遇改善加算の取得促進につきまして、

その取得に当たって、毎年度、事業者から処遇改

善計画や実績報告が提出をされております。これ

によって、キャリアパスや職場環境、処遇の改善

などの確認や、受け取った加算額以上に賃金アッ

プされていることを確認しております。こういっ
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たことから、処遇改善加算の届け出の件数や取得

した加算区分の内訳が、そのまま取り組みの効果

になっているものと考えております。 

 平成29年度の処遇改善加算の届出状況につきま

しては、処遇改善加算の対象となるサービス事業

所の約９割が処遇改善加算を取得しており、その

うちの約７割が最も上位の区分である加算１を取

得しております。 

 まだ加算を取得していない事業所が約１割あり、

さらに上位の区分を取得できる事業所があります

ので、キャリアパス要件や職場環境等の要件など

の加算を取得するための要件を満たせるように事

業所に助言・指導を行い、賃金アップにつながる

処遇改善加算の取得促進に努めてまいりたいと考

えております。 

○山下明子議員 

 この加算がどこまで本当にすそ野といいますか、

一番末端の職員の方まで行くのかなというところ

も皆さん注目している部分でもあるわけなんです

ね。だから、そこら辺はよく聞き取りもしていた

だきたいと思うんですが、もう一つは、離職防止

というところが保険者としての取り組みの一つと

して言われていたところから見ると、じゃ、離職

防止の取り組みをしているけれども、離職をした

という介護職員の人数などについては、データと

して把握をされているのかどうか。 

 要するに、これだけ離職されてしまいました、

これはここまでにとどめられるようにしたいとか

という目標につながっていくとか、そういう流れ

ができていったほうが望ましいと思うから聞くわ

けなんですが、そういう具体的な人数などについ

ては把握をされているでしょうか。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 離職されました介護職員の人数につきましては、

本広域連合では調査は行っておらず、把握はして

おりません。 

 ただし、現在の事業が国の制度に基づく推進策

であり、本広域連合の独自施策を実施する必要が

ある場合につきましては、適切な調査は実施をし

たいと考えているところでございます。 

○山下明子議員 

 国が定めた保険者としての事業なんだという今、

御説明だったかと思うんですが、国が決めようと

何だろうと、保険者としての仕事として離職防止

ということを取り組んでいる以上、それが効果的

にちゃんと働くものなのかどうか、この事業が本

当にちゃんと効果があるものなのかどうか、やっ

ぱり効果がなければもっと改善する必要があるし、

もっとこれが必要なんじゃないかということを、

やっぱり現場から国に対してこがん事業をしよう

ばってんが、もっとこがんせんといかんのじゃな

いですかと。例えば、利用者に対して負担がふえ

ないような形での、もっと抜本的な介護報酬の引

き上げといったものを考えなきゃいけないんじゃ

ないですかとか、いろんな言い方はあるんじゃな

いかと思うんですね。 

 ですから、この離職者数のアンケートだとか、

事業効果を検証するという取り組みは、たとえ連

合独自の事業でないにせよ、保険者として取り組

んでいる以上、これはやっぱり考えていくべきで

はないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 先ほどの御質問の、本広域連合の処遇改善加算

取得促進の取り組みにつきましては、先ほど答弁

いたしましたとおり、処遇改善加算の届け出件数

や加算区分の内訳を把握することで効果がはかれ

るものと考えております。 

 また、処遇改善加算が国の制度であることから、

処遇改善加算の効果による介護職員の状況などに

つきましては、介護従事者処遇改善状況等の調査

により、厚生労働省や社会保障審議会で、その折、

検証も行われているところでございます。 

 処遇改善加算の対象職員や対象費用の範囲も含

めまして、介護職員処遇改善加算のあり方につい

ては、平成29年度の介護報酬改定で措置した月額

１万円相当による実際の賃金改善効果を適切に把

握した上で、介護人材の状況、介護人材と他職種、

他産業との賃金の比較などを踏まえつつ、引き続

き国が検討していくこととしております。 

 なお、本広域連合では、介護人材の確保に関し

て、職員の離職や勤務の状況に係る情報が必要な

場合には、公益財団法人介護労働安定センターが
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厚生労働省から委託を受けて毎年実施をしており

ます、事業所における介護労働実態調査及び介護

労働者の就業実態等につきましての状況を知るこ

とができることと考えております。 

 また、この調査で不足する情報等につきまして、

また必要なことにつきましては調査を行いたいと

考えているところでございます。 

○山下明子議員 

 済みません、確認ですが、要するに今言われた

厚生労働省が行っている調査をもって、大体広域

連合としては状況がわかっているというふうにお

考えなんですかね。ちょっとこれ、確認なんです

が。 

○一番ヶ瀬 新認定審査課長兼給付課長 

 国が行っております状況の調査によりまして、

それを一つの状況の参考とさせていただいている

ところでございます。 

○山下明子議員 

 多分、厚生労働省の調査は直接事業所のほうに

行って厚生労働省が集めていくということになる

のだろうかなと思うんですが、一方で相談窓口を

つくったともおっしゃっていましたし、やっぱり

事業者と、それから、従業者の方、従業者の方が

どこまで来られるのかわからないんですが、いわ

ゆる実務的な内容の相談だけでなく、こういった

広域連合として取り組んでいる人材確保や介護離

職者防止という取り組みに関して、それがちゃん

と効果があるのかどうかをはかっていくような聞

き取りというのを、そういう相談窓口も持ってい

るわけですから、生の声をもっとつかんで、生の

声がここに、この議会でも反映されるような、そ

ういう取り組みをぜひ考えていただきたいという

ふうに思います。 

 どうも人任せな感じがして、連合として本当に

つかんでいるんですかねって思ってしまうような

感じがしますのでね。これは、ぜひそこら辺を考

えていただきたいと思います。 

 以上で介護に関しては質問を終わります。あり

がとうございました。 

 それでは、最後に原子力防災に関してですが、

広域消防局として明確な方針というものはないと

いうことではありましたが、消防大学校ですとか

消防学校などの取り組みやマニュアルに沿っての

対応になるだろうということだったと思います。 

 今、広域消防の中で、この原子力災害に関して

対応できる装備の整備というのはどうなっている

のかについてお答えください。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 本局の原子力災害に関する装備に関してお答え

いたします。 

 本局が保有します防護服等の装備につきまして

は、放射性物質の付着を防ぐ使い捨ての防護服で

あるタイベックスーツを183着、これをそれぞれ

の消防署に配備しております。 

 放射線測定器につきましては、中性子線用を１

台、ガンマ線及びエックス線用を13台、アルファ

線、ベータ線、ガンマ線及びエックス線用を７台、

計21台配備しておりまして、隊員個人が携行する

個人線量計、ポケット線量計といいますけれども、

これを64台配備しております。 

○山下明子議員 

 各消防署に今言われたのを配付されているとい

うことですが、いざとなったときに、ちょっとと

ても足りないだろうなというのを感じながら、今

聞いておりました。１日で終わる話でもないとい

うことでもありましょうしですね。ただ、そうい

う状態だということで。 

 先ほど総括の中でも、構成市町や他地域との連

携の考えはということを答えてはいただきました

が、改めて、もし重大事故が起きたときに、放射

能のプルームがどこに風向きによって飛ぶかわか

らないという点では、どこに逃げたらいいかもそ

のときにならないと確かにわからないということ

ではありますが、そうなったときに、どのように

対応するのかということに関して、構成市町と広

域消防が常に連絡をとれる体制といいますかね、

いろんなことに関して連携をするということが必

要なのではないかと思うんですが、そこら辺に関

しての考え方といいますか、取り組みというのは

どのようになっているんでしょうか。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 構成市町との連携でございますけれども、実際、
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大きな災害が発生しましたときには、各消防署の

ほうから構成市町の災害対策本部に職員を派遣い

たしまして、本局の消防災害警備本部との連絡体

制を強化することで、必要な情報提供等を適切に

対応できるものと考えております。 

 また、他地域との連携については、佐賀県常備

消防相互応援協定に基づく応援要請や緊急消防援

助隊の出動を要請するような事態になりますと、

これは県の災害対策本部のほうに、私どもが消防

応援活動調整本部、そういったところに県の代表

消防機関として本局の職員を派遣することになっ

ておりますので、その中でも必要な情報共有はと

れるのかなと考えております。 

○山下明子議員 

 今、この原子力防災に関しては、県のレベルで

電力会社等も含めながらの会議があっていると思

いますけれども、ここは関係する30キロ圏内だけ

が対象になってしまっているのですかね。という

ことで、つまり消防との関係で言えば。広域消防

がもし入っていないとすれば、県内のそういう消

防関係もきちっと入っていけるようにする必要が

あるのではないかというふうに思うんですけれど

も、そこら辺の実情がどうなっているのかという

とき、もし入っていけないんだとしたら、やっぱ

り入っていけるようにすべきではないかというふ

うに思うんですが、ここ、実情も含めてお聞かせ

ください。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 先ほどの御質問ですけれども、県及び構成市町

の原子力災害対策については、それぞれの地域防

災計画、これに定められております。 

 今後、県及び構成市町で開催されます防災会議

におきまして、私ども何らかの形で委員になって

おりますので、委員の立場から消防に関する情報

伝達方法や避難行動計画について意見を述べ、住

民及び出動隊員が安心・安全に行動できるように

働きかけたいと思っております。 

○山下明子議員 

 委員の立場でということで、それはそのように

やっていただければと思います。 

 私は常々思うのは、地震とか火災とか水害とか

土砂崩れとか、そういう災害のときには、本当に

さっと集まってやりますよということでの広域連

携の体制が常々このようになっていますというの

が話が早いのですが、どうも原子力防災関係に関

しては、５キロ以内、30キロ内というところでと

どまって、あと30キロより外の人はどうしたらい

いんでしょうねという、その状態がやっぱり一番

不安なんですね。 

 それで、常に総合防災訓練を佐賀市はやってい

るんですが、防災訓練をやるときに、何かあった

ときに、まずどうすればいいかがわかっているこ

とと、自分がどうしたらいいかを実際動くことで

知ることとか、体の中に入れ込むために防災訓

練って本当に必要なんだということを常々言われ

ているわけなので、そういう意味で、この原子力

防災対策に関しても、何かあったときに自分はど

うしたらいいのかということを広域圏内の住民が

ちゃんとわかっている状況をいかにつくるのかと

いうことが、防災という点でも必要なんではない

かというふうに思うわけなんですよね。だからこ

れを聞いているわけなので、広域消防局としての

その点での認識を最後にお聞かせいただければと

思いますが。 

○高島直幸消防副局長兼消防課長 

 議員おっしゃられるとおり、原子力防災の取り

組みについては、内閣総理大臣を議長とする原子

力防災会議の決定に基づきまして、原子力発電所

がある13地域それぞれに、関係府省庁の幹部職員、

関係道府県の副知事等を構成員とする地域原子力

防災協議会が設置されまして、避難計画を含む緊

急時における対応を取りまとめることとされてお

ります。 

 原子力防災訓練についても、その枠組みで企画

され、実施されているところであります。 

 本局においても、過去には、佐賀県原子力防災

訓練で実施される緊急被ばく医療対策訓練におい

て、佐賀空港まで自衛隊機で搬送された傷病者を

佐賀県医療センター好生館に搬送する訓練に参加

をしております。 

 今後も、実施機関から求められた場合は、必要

に応じ対応していきたいと考えております。 
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○山下明子議員 

 今現在、広域消防局がこれまで取り組んできた

中身としてお答えいただいたんですが、私はそう

いう、しかも、それは受け入れの話ですよね。で

すから、受け入れだけでなく、逃げなくてはなら

ない当事者になった場合にどうすればいいのかと

いうことも含めての日常的なといいますか、ちゃ

んとわかっている状態をいかに住民が持てるかど

うかという、その点での各構成市町と同時に広域

消防局としても本来意識的な取り組みが必要なの

ではないかということでお聞きをしているつもり

なんですが、もう一度そこに関してお答えいただ

けないでしょうか。 

○中島英則消防局長 

 議員の御質問にお答えしたいと思います。 

 まず、内閣府のほうから原子力の防災の取り組

みというふうな国の支援体制についての報告書が

出ております。これは平成29年２月に出たもので

ございます。 

 この中には、国が災害時に取り組むべきこと、

県の役割、そして、それぞれ市町村というふうな

役割があります。その中で、国、県、市町村とい

う役割がきちんと定められておると。そしてそこ

に、また、実地の災害対策の機関、例えば、警察、

消防、自衛隊、海上保安庁が災害対応する役割と

いうのもきちんと定められております。 

 そういった中でいけば、議員がおっしゃられる

広域消防局の役割ということは、特に我々が出す

ところではなくて、端的に言えば、中部広域連合

においては市町村がやはり取り組むべきというふ

うに、こういうふうに定められております。 

 また、特に我々が対応すべき消防の役割という

のは、避難行動支援者の搬送の支援、傷病者の搬

送、それから、避難指示の伝達というふうに、こ

れもきちんと決められております。したがいまし

て、我々はそれに基づいて粛々とやっていくとい

うことになると思います。 

 ただ、先ほどから言われましたように、その避

難計画、そういうところで市町村が定める防災計

画ですね、そこの中では、助言を求められた場合

には必要に応じて対応していきたいというふうに

考えております。 

○山下明子議員 

 市町村と書かれているところと広域との関係を

どう解釈するかというのは、介護保険においては

広域連合自体が保険者であり、一つの地方自治法

における自治体と見られているから、こういう議

会を持っているというふうに思っておりますので、

広域消防に関しては、いわゆる自治体消防と広域

消防との違いはこういう法律の中でどのように扱

われるのかなというのは、今お聞きしながら、

ちょっと微妙なものを感じてしまったんですが、

住民に対する啓発、防災訓練をしたりするときの

かかわり方というのは、自治体消防のほうから要

請があれば当然力をかしていかれるんだと思いま

すので、そういう点での助言などを、この原子力

防災に関してもぜひ意識を持っていただきたいと

いうことで、言われなければしないよの世界だと、

もし何かあったときには遅いじゃないかというつ

もりで、わかってから初めて、わかったからこそ

行動できるんだという意味での質問をしているつ

もりですので、ぜひそこら辺は意識をしていただ

きたいということを求めまして、質問を終わりま

す。ありがとうございました。 

○中野茂康議長 

 以上で通告による質問は終わりました。これを

もって広域連合一般に対する質問は終結いたしま

す。 

◎ 議案の委員会付託 

○中野茂康議長 

 これより議案の委員会付託を行います。 

 第４号から第13号議案は、お手元に配付してお

ります委員会付託区分表のとおり、それぞれ所管

の常任委員会に付託いたします。 

 

委員会付託区分表 

○介護・広域委員会 

 第４号議案 平成30年度佐賀中部広域連合一般

会計予算 

 第５号議案 平成30年度佐賀中部広域連合介護

保険特別会計予算 

 第７号議案 平成29年度佐賀中部広域連合一般
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会計補正予算（第２号） 

 第８号議案 平成29年度佐賀中部広域連合介護

保険特別会計補正予算（第２号） 

 第10号議案 佐賀中部広域連合職員の育児休業

等に関する条例の一部を改正する

条例 

 第12号議案 佐賀中部広域連合介護保険及び障

がい支援区分認定審査会条例の一

部を改正する条例 

 第13号議案 佐賀中部広域連合広域計画につい

て 

 

○消防委員会 

 第６号議案 平成30年度佐賀中部広域連合消防

特別会計予算 

 第９号議案 平成29年度佐賀中部広域連合消防

特別会計補正予算（第３号） 

 第11号議案 佐賀中部広域連合手数料条例の一

部を改正する条例 

 

◎ 散  会 

○中野茂康議長 

 以上をもって本日の日程は終了しました。 

 次の会議は２月19日午前10時に開きます。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

        午後３時03分 散 会   

 

 



 

 

- 49 - 

平成30年２月19日（月）   午前10時00分 開議 

 

出  席  議  員 

 

１．中 島  慶 子 

４．諸 泉  定 次 

７．多 良  光 英 

10．野 中  康 弘 

14．中 野  茂 康 

18．山 下  明 子 

２．野 北    悟 

５．野 副  芳 昭 

８．馬 場    茂 

12．堤    正 之 

15．平 原  嘉 德 

19．嘉 村  弘 和 

３．西    正 博 

６．白 石  昌 利 

９．松 永  幹 哉 

13．白 倉  和 子 

17．中 山  重 俊 

20．黒 田  利 人 

 

 

 

 

 

 

 

欠  席  議  員 

 

11．山 田  誠一郎 16．福 井  章 司  

 

 

 

 

地方自治法第121条による出席者 

 

広 域 連 合 長  秀 島  敏 行 

副 広 域 連 合 長  江里口  秀 次 

副 広 域 連 合 長  多 良  正 裕 

監 査 委 員  力 久    剛 

事 務 局 長  岩 橋  隆一郎 

消防副局長兼総務課長  園 田  正 広 

総務課長兼業務課長  石 橋  祐 次 

予 防 課 長  野 田  博 嗣 

佐 賀 消 防 署 長  髙 田  義 博 

副 広 域 連 合 長  横 尾  俊 彦 

副 広 域 連 合 長  松 本  茂 幸 

副 広 域 連 合 長  御 厨  安 守 

会 計 管 理 者  中 島  博 樹 

消 防 局 長  中 島  英 則 

消防副局長兼消防課長  高 島  直 幸 

認定審査課長兼給付課長  一番ヶ瀬   新 

通 信 指 令 課 長  藤 島  潤 典 
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◎ 開  議 

○中野茂康議長 

 おはようございます。これより本日の会議を開

きます。 

◎ 委員長報告・質疑 

○中野茂康議長 

 日程により、第４号から第13号議案を議題とい

たします。 

 

介護・広域委員会審査報告書 

 平成30年２月13日佐賀中部広域連合議会におい

て付託された第４号、第５号、第７号、第８号、

第10号、第12号及び第13号議案審査の結果、 

 原案を可決すべきものと決定しました。 

 以上報告します。 

  平成30年２月19日 

介護・広域委員会委員長 多 良 光 英  

佐賀中部広域連合議会 

 議長 中 野 茂 康 様 

 

消防委員会審査報告書 

 平成30年２月13日佐賀中部広域連合議会におい

て付託された第６号、第９号及び第11号議案審査

の結果、 

 原案を可決すべきものと決定しました。 

 以上報告します。 

  平成30年２月19日 

消防委員会委員長 黒 田 利 人  

佐賀中部広域連合議会 

 議長 中 野 茂 康 様 

 

○中野茂康議長 

 これらの諸議案について、お手元に配付してお

りますとおり、審査報告書が提出されました。 

 委員長の報告を求めます。 

○多良光英介護・広域委員長 

 介護・広域委員会委員長報告。 

 介護・広域委員会に付託された議案の主な審査

内容について、補足して御報告申し上げます。 

 第12号議案 佐賀中部広域連合介護保険及び障

がい支援区分認定審査会条例の一部を改正する条

例について、委員より、基準額が上昇し、一番下

の段階である第１段階でも年額4,000円上がると

いう状況だが、第10段階、第11段階を広域連合独

自で設定した中で、さらに高い段階をつくるとい

うことに関して、どういう試算をされたのかとの

質問があり、これに対して執行部より、多様な設

定を行い、その内容を検討した中で、最終的な決

定段階では、さらなる高所得者への負担となる第

12段階、第13段階を設ける検討を行った。しかし、

第６期、第７期の制度改正によって高所得者の負

担が重くなっているということを勘案して、第７

期については、第６期と同様の段階設定を行う。

これ以上の多段階化は設定しないという考えに

至ったとの答弁がありました。 

 これについて、基準額の引き下げについて、高

所得者の負担増による多段階化をさらに検討を重

ねてほしいとの意見がありました。 

 以上の審査を経て、採決に際し、委員より第５

号議案 平成30年度佐賀中部広域連合介護保険特

別会計予算及び第12号議案について、介護保険料

に関して、基準額の引き上げにより、全ての所得

段階の方が負担が大きくなり、負担能力が限界に

来ているのではないか、また、未納の方も多数い

る状況であるということ、また、給付に関しても

介護保険施設への入所待ちの長期の方が多数いる

こと、介護療養型医療施設の廃止などにより地域

での対応が求められている状況でのサービス不足

などの懸念、これらのことから両議案に可決する

ことに反対であるとの意見もありました。 

 採決の結果、第４号、第７号、第８号、第10号

及び第13号議案は全会一致で、第５号及び第12号

議案は賛成多数でそれぞれ原案を可決するべきも

のと決定いたしました。 

 以上で介護・広域委員会の報告を終わります。 

○中野茂康議長 

 なお、消防委員長からの口頭での報告はないと

のことです。 

 これより委員長報告に対する質疑に入ります。

質疑はございませんか。 

    （「なし」」と呼ぶ者あり） 

 質疑なしと認めます。 
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 これをもって質疑は終結いたします。 

◎ 討  論 

○中野茂康議長 

 これより討論に入ります。 

 討論は、第５号議案 平成30年度佐賀中部広域

連合介護保険特別会計予算及び第12号議案 佐賀

中部広域連合介護保険及び障がい支援区分認定審

査会条例の一部を改正する条例、以上２件につい

て一括して行います。 

 なお、討論についての議員の発言時間は、10分

以内といたします。 

 討論の通告がありますので、発言を許可いたし

ます。 

○山下明子議員 

 おはようございます。佐賀市の山下明子でござ

います。 

 私は、第５号議案 平成30年度佐賀中部広域連

合介護保険特別会計予算と第12号議案 佐賀中部

広域連合介護保険及び障がい支援区分認定審査会

条例の一部を改正する条例に対する反対討論を行

います。 

 今議会は、平成30年度からの第７期介護保険事

業計画に基づく保険料改定と給付の見込みや運営

について審議する重要な議会でした。 

 まず、介護保険料に関する第12号議案です。 

 第６期は、基金の繰り入れによって保険料率を

第５期の水準に据え置きにされていましたが、第

７期では平均13％の引き上げになっています。基

準月額で690円アップの5,960円、年額では8,280

円の負担増です。しかも、所得第１段階でも年額

4,140円、軽減措置後でも3,720円を含め、全ての

段階で負担増となっています。大もとには65歳以

上の第１号被保険者の負担率が22％から23％に

アップされたことや、国の調整交付金の交付率の

低下ということがありますから、65歳以上の高齢

者に負担を負わせるのでなく、公費での負担をふ

やしていくことが本来は必要だと思います。 

 今、国民年金満額が６万5,000円という実情に

照らしても、負担の限界と言わざるを得ません。

しかも介護保険料は、３年ごとの見直しのたびに

ほぼ引き上げられる一方で、年金はむしろ毎年下

がっていると言わざるを得ません。 

 平成29年末の保険料未納の方が1,906名おられ、

そのうち所得第１段階に598名、第４段階に361名、

第６段階に127名など、基準の第５段階より所得

の低い方や境界線の方に未納の方が集中しており、

今回の負担増により、ますます納め切れない人が

ふえることが懸念されます。 

 介護保険がスタートした時点では、所得が５段

階で、基準額は所得第３段階でしたが、所得区分

をもっと細かくすべきだという指摘の中で、全体

として７段階、９段階とふやされ、現在は佐賀中

部広域連合独自で第10、第11段階まで設けられ、

そのことが合わせて6,700万円分の増収分となり、

中低所得段階の負担軽減につながっています。 

 しかし、第11段階でも所得600万円以上という

くくりになっており、さらなる多段階化も考えら

れるのではないでしょうか。 

 あわせて、介護保険料の減免状況を見ると、平

成29年末でわずか５件、15万8,895円にすぎず、

そのうち生活困窮を理由としているのは、３件に

とどまっています。しかも減免の適用は佐賀市の

みであり、連合域内全体で果たしてこれだけで済

むのか、制度が周知されているのかということも

見る必要がありますし、独自の軽減制度の工夫改

善がさらに必要なのではないかと思われます。 

 こうした対応が不十分な中で、保険料負担引き

上げになっているという点で、第12号議案には反

対です。 

 次に、第５号議案の介護保険特別会計予算につ

いては、第１に歳入部分で介護保険料引き上げを

前提としていること、第２に保険給付の内容の問

題として介護施設の入所待機者が介護老人福祉施

設で1,058名、介護老人保健施設で102名おられ、

その３割、あるいは２割の方が在宅で入所を待っ

ておられます。しかし、介護施設をふやす計画は

ありません。また、介護療養病床の廃止で行き場

を失う方もあります。 

 一方で、施設から住みなれた地域へということ

で、地域包括ケアシステムをさらに進めていくと

いう方針を打ち出している割には、例えば24時間

の定期巡回・随時対応型訪問介護看護を実施する
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事業所が、現在、小城市の１カ所に加え、新年度

に佐賀市であと１カ所ふえるとはいえ、その利用

見込みは月に28名という水準であり、到底地域で

安心して過ごせるというものとは言えません。 

 介護を社会的に支えていこうと始まったはずの

介護保険が、またもや介護のために仕事を休んだ

りやめたりしなくてはならない、または老老介護

という家族の負担に戻されかねず、保険あって介

護なしの状態を解決するという見通しが十分示さ

れていないという点で、この予算には反対である

ことを述べ、第５号、第12号議案に対する反対討

論といたします。 

○中野茂康議長 

 以上で討論は終結いたします。 

◎ 採  決 

○中野茂康議長 

 これより第５号議案を採決いたします。 

 なお、本案に対する審査報告は可決であります。 

 お諮りいたします。本案は可決することに賛成

の方は起立願います。 

    〔賛成者起立〕 

 賛成者多数と認めます。よって、第５号議案は

可決されました。 

 次に、第12号議案を採決いたします。 

 なお、本案に対する審査報告は可決であります。 

 お諮りいたします。本案は可決することに賛成

の方は起立願います。 

    〔賛成者起立〕 

 賛成者多数と認めます。よって、第12号議案は

可決されました。 

 次に、第４号、第６号から第11号及び第13号議

案、以上８件の議案を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。これらの議案は可決するこ

とに御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、第４号、第６号

から第11号及び第13号議案は可決されました。 

◎ 佐賀中部広域連合選挙管理委員会 

  委員及び同補充員の選挙     

○中野茂康議長 

 次に、日程により、任期満了に伴う佐賀中部広

域連合選挙管理委員会委員及び同補充員の選挙を

行います。 

 お諮りいたします。選挙の方法につきましては、

地方自治法第118条第２項の規定により、指名推

選により行いたいと思いますが、御異議ございま

せんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、選挙の方法は指

名推薦により行うことに決定いたしました。 

 お諮りいたします。指名の方法につきましては、

議長において指名したいと思いますが、御異議ご

ざいませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、指名の方法は議

長において指名することに決定いたしました。 

 それではまず、選挙管理委員会委員を指名いた

します。 

 委員に前田和馬氏、亀井雄治氏、永渕義久氏、

武重信一郎氏、以上４名を指名いたします。 

 お諮りいたします。ただいま議長において指名

いたしました４名を選挙管理委員会委員の当選人

とすることに御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、指名いたしまし

た前田和馬氏、亀井雄治氏、永渕義久氏、武重信

一郎氏、以上４名が選挙管理委員会委員に当選さ

れました。 

 次に、選挙管理委員会委員補充員を指名いたし

ます。 

 補充員に第１順位田中喜久子氏、第２順位森裕

一氏、第３順位長谷川和子氏、第４順位野口保信

氏、以上４名を指名いたします。 

 お諮りいたします。ただいま議長において指名

いたしました４名を選挙管理委員会委員補充員の

当選人とすることに御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、指名いたしまし

た第１順位田中喜久子氏、第２順位森裕一氏、第

３順位長谷川和子氏、第４順位野口保信氏、以上

４名が選挙管理委員会委員補充員に当選されまし

た。 
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◎ 議決事件の字句及び数字等の整理 

○中野茂康議長 

 次に、議決事件の字句及び数字等の整理につい

てお諮りいたします。 

 本定例会において議案等が議決されましたが、

その条項、字句、数字、その他の整理を必要とす

るときは、会議規則第43条の規定により、その整

理を議長に委任することに御異議ございませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、条項、字句、数

字、その他の整理は議長に委任することに決定い

たしました。 

◎ 会議録署名議員指名 

○中野茂康議長 

 次に、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第88条の規定によ

り、議長において中島議員及び平原議員を指名い

たします。 

◎ 閉  会 

○中野茂康議長 

 これをもって議事の全部を終了いたしましたの

で、会議を閉じます。 

 佐賀中部広域連合議会定例会を閉会いたします。 

          午前10時18分 閉 会   
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      会議に出席した事務局職員 

 

 議 会 事 務 局 長  増 田 耕 輔 

 

 議 会 事 務 局 副 局 長  倉 持 直 幸 

 

 議 会 事 務 局 書 記  熊 添 真一郎 

 

 議 会 事 務 局 書 記  松 枝 哲二郎 

 

 議 会 事 務 局 書 記  塚 﨑 正 孝 

 

 議 会 事 務 局 書 記  音 成   大 

 

 議 会 事 務 局 書 記  脇 山   尚 

 

 議 会 事 務 局 書 記  松 岡 史 基 

 

 議 会 事 務 局 書 記  田 中 泰 司 

 

 議 会 事 務 局 書 記  古 賀 友 和 

 

 議 会 事 務 局 書 記  三 根 貴 雄 
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  地方自治法第123条第２項の規定により、ここに署名する。 

 

 

      平成  年  月  日 

 

 

  佐 賀中部広域連合議会議長    中 野  茂 康 

 

 

  佐 賀中部広域連合議会議員    中 島  慶 子 

 

 

  佐 賀中部広域連合議会議員    平 原  嘉 德 

 

 

  会 議 録 作 成 者 
                    増 田  耕 輔 
  佐賀中部広域連合議会事務局長 
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（資料）議案質疑項目表 

 

  ○ 議 案 質 疑 

佐賀中部広域連合議会  

平成 30年２月定例会   

質疑順 氏   名 質   疑   事   項 

１ 中 山 重 俊 第12号議案 

佐賀中部広域連合介護保険及び障がい支援区分認定審査会条例の一部を改正

する条例 

 (1) 基準額が１人当たり5,270円から5,960円と引きあげられた理由（690

  円の増、13％の増） 

   国の制度改正による介護保険料への主な影響について 

   佐賀中部広域連合における介護保険料への主な影響について 

 (2) 保険料段階について、第７～９段階に係る基準所得金額の変更につ

  いて 

   第10段階、第11段階を第５期、第６期と同じように継続した理由と増

  収額 

 (3) 第５期から第６期の据え置けた理由は、なぜ第７期は上がったのか 

２ 山 下 明 子 第12号議案 

佐賀中部広域連合介護保険及び障がい支援区分認定審査会条例の一部を改正

する条例 

 (1) 改定案による被保険者の負担の増減の影響について 

 (2) 第７～９段階の改定により影響を受ける各段階ごとの被保険者数の

  見込みは 
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（資料）一般質問項目表 

 

  ○ 一 般 質 問 

佐賀中部広域連合議会  

平成 30年２月定例会   

質問日 質問順 氏   名 質問方式 質   問   事   項 

13日 

(火) 

 

１ 白 倉 和 子 一問一答 １ 第７期における介護保険事業について 

 (1) これまでの現状と課題 

 (2) 課題解決に向けての方策 

２ 野 副 芳 昭 一問一答 １ ＡＥＤ使用の必要性と地域住民への周知徹底は 

 (1) 多くの住民が集合する場所では、いつ、いかな

る所で救急の場合が生じるが、設置場所は、どのよ

うなところに配置しているのか 

 (2) 広域管内には多くの設置場所が必要と思われる

が、設置数と設置率は 

 (3) 緊急の場合、ＡＥＤが設置されていても利用で

きなければ、何もならない。ＡＥＤの使用方法等の

指導法や扱い方はどうしているのか。 

 (4) ＡＥＤ等の救急における対応の効果は 

 (5) 今後のＡＥＤについての考え方は 

２ 介護報酬の改定による効果は 

 (1) 改定による介護サービス（利用料）はどうなる

のか 

 (2) 介護現場の職員の人手不足は事業者に厳しくない

のか 

 (3) 利用者へのサービス低下にならないのか 

 (4) 今後の考え方は 

３ 中 山 重 俊 一問一答 １ 佐賀県消防防災ヘリコプターの導入について 

 (1) これまでの経過 

 (2) 関係機関との連携や協力 

 (3) 導入に向けた諸課題について 

４ 山 下 明 子 一問一答 １ 「地域包括ケアシステムの深化・推進」を目指す具

体的な取組内容は 

２ 介護の制度を担う人々の確保と育成について 

３ 玄海原発再稼働の動きが迫るもとで、佐賀広域消防

局として、原子力防災に関する明確な方針はあるの

か。また、構成市町や他地域との連携の考えは 
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